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Ⅲ　　研　　修　　実　　績

平成 15 年度研修報告
政策医療企画課・精神保健研修室

　精神保健研究所における研修は、国、地方公共団体、精神保健福祉法第 19 条の規定による指定病院等

において精神保健の業務に従事する、医師、保健師、看護師、作業療法士、臨床心理業務に従事する者、

精神科ソ－シャルワ－カ－等を対象に、精神保健技術者として必要な資質の向上を図ることを目的として、

精神保健各般にわたり必要な知識及び技術の研修を行うものである。平成 15年度には、社会福祉学課程、

医学課程（1）、（2）、精神保健指導課程、心理学課程、精神科デイ・ケア課程（札幌開催分・リーダー研修含）

薬物依存臨床医師・看護研修会の 6課程、計 10回の研修を実施した。

《社会福祉学課程》

　平成 15年 6月 18 日から 7月 1日まで、第 45回社会福祉学課程研修を実施し、「地域生活支援とチーム

アプローチにおけるソーシャルワーカーの役割」を主題に、精神保健福祉センタ－、保健所、精神病院、

老人保健施設、児童相談所、援護寮、福祉ホーム、授産施設及び地域生活支援センター等の精神障害者社

会復帰施設において、精神保健・福祉に関する業務に従事している者、16名に対して研修を行った。

第 45回社会福祉学課程研修日程表

月　日 曜　日 9：30 ～ 12：30 13：30 ～ 16：30

6 　18 水
開講式・オリエンテーション
精神保健福祉行政　　　　　　　　（今田）

医療と福祉　　　　　　　　　　　（竹島）

　　19 木
医療における人権と　　　　　　　（白井）
インフォームド・コンセント

地域生活支援と　　　　　　　　　（川野）
その理論的枠組み

　　20 金
施設見学・地域生活支援と　　　　（香野）
ユーザーの役割

施設見学・地域展開の実際　　　　（増田）

　　23 月 オランダの精神保健福祉　　　　　　（林）
精神保健福祉士のスーパービジョン（松永）
と実習指導のあり方

　　24 火 精神医療と人権　　　　　　　　　（木村）生活者へのかかわり　　　　　　　（柏木）

　　25 水 地域生活支援と地域の連携　　　　（大塚）チーム医療とＰＳＷ　　　　　　　（田村）

　　26 木
PTSDとその支援　　　　　　　　　（金）
ケースマネージメント（アクトチーム）

（伊藤・西尾）
セミナー

　　27 金 PSWに期待する精神保健福祉　  （香野）精神保健福祉士の役割と課題　　　（荒田）

　　30 月 セミナー　　　　　　　　　　　　（荒田）セミナー　　　　　　　　　　　　（荒田）

7 1 火
総括討論　　　　　　　　　　　　（荒田）
閉講式

課 程 主 任　荒田　　寛 研修期間：平成 15年 6月 18 日（水）から
課程副主任　川野　健治 平成 15年 7月  1 日（火）まで

研修会場：国立精神・神経センター精神保健研究所研修棟
千葉県市川市国府台 1－ 7－ 3　　
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第 45回社会福祉学課程研修講師名簿

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　ー　マ

柏 木　 昭
聖学院大学院
教授

生活者へのかかわり

松 永 宏 子
上智大学
教授

精神保健福祉士のスーパービジョンと実習
指導のあり方

木 村 朋 子
にしの木クリニック精神科
ソーシャルワカーカー（ＰＳＷ）

精神医療と人権

香 野 英 男
やどかり情報館
助教授

施設見学・地域生活支援とユーザーの役割
PSWに期待する精神保健福祉士

増 田 一 世
やどかり情報館
助教授

施設見学・地域展開の実際

大 塚 淳 子
陽和病院
日本ＰＳＷ協会常任理事

地域生活支援と地域の連携

田 村 綾 子
丹沢病院
日本ＰＳＷ協会全国理事

チーム医療とＰＳＷ

今 田 寛 睦
国立精神・神経センター精神保健研究所
所長

精神保健福祉行政

竹 島　 正
国立精神・神経センター精神保健研究所
精神保健計画部長

医療と福祉

金　 吉 晴
国立精神・神経センター精神保健研究所
成人精神保健部長

ＰＴＳＤとその支援

伊藤順一郎
国立精神・神経センター精神保健研究所
社会復帰相談部長

ケアーマネージメント（アクトチーム）

白 井 泰 子
国立精神・神経センター精神保健研究所
社会精神保健部　社会文化研究室長

医療における人権とインフォームド・コン
セント

川 野 健 治
国立精神・神経センター精神保健研究所
成人精神保健部　心理研究室長

地域生活支援とその理論的枠組み

西 尾 雅 明
国立精神・神経センター精神保健研究所
援助技術研究室長

ケアーマネージメント（アクトチーム）

林　 美 紀
国立精神・神経センター精神保健研究所
社会精神保健部　特別研究員

オランダの精神保健福祉

荒 田　 寛
国立精神・神経センター精神保健研究所
社会精神保健部　社会福祉研究室長

精神保健福祉士の役割と課題
セミナー・総括討論

《医学課程》

　平成 15 年 9月 3日から 9月 5日まで、第 44 回医学課程研修を実施し、「摂食障害の病態と治療に関す

る最新の知見」を主題に、精神科臨床、心療内科臨床、一般内科臨床に従事している医師、看護師、臨床

心理、保健師、作業療法士、ケースワーカー等、相談員等 50名に対して研修を行った。

   さらに、平成 16 年 1 月 20 日から 1月 23 日まで、訪問型の包括的地域生活支援サービス・システム

（Assertive　Community　Treatment：ACT）の必要な技術の習得について、精神科医療機関、精神保健
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福祉センター，保健所、市町村、法内社会復帰施設等に勤務している医師，精神保健福祉士，臨床心理業

務に従事している者、保健師、看護師、作業療法士 41名に対し研修を行った。
月
　
日
曜
　
日

午
　
前
（
　
9：
30
～
12
：
30
　
）

午
　
後
（
　
13
：
30
～
16
：
30
　
）

講
義
名
等

講
　
師
　
名

時
　
　
　
間

講
義
名
等

講
　
師
　
名

時
　
　
　
間

9
3

水

オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ

ン
・
開
講
式

（
9：
00
～
9：
30
）

小
児
の
摂
食
障
害

齊
藤
　
万
比
古

（
13
：
30
～
15
：
00
）

摂
食
障
害
の
病
態
・

治
療
概
論

小
牧
　
　
元

（
9：
30
～
11
：
00
）
心
理
的
側
面
か
ら
み

た
摂
食
障
害

志
村
  
 　
翠

（
15
：
00
～
16
：
30
）

ア
ル
コ
ー
ル
依
存
症

と
摂
食
障
害

鈴
木
　
健
二

（
11
：
00
～
12
：
30
）

   
 4

木

心
理
教
育
グ
ル
ー
プ

伊
藤
　
順
一
郎

（
9：
30
～
11
：
00
）
症
例
検
討

石
川
　
俊
男

（
13
：
30
～
15
：
00
）

身
体
的
合
併
症
・
身

体
的
管
理

野
崎
　
剛
弘

（
11
：
00
～
12
：
30
）
入
院
治
療

瀧
井
　
正
人

（
15
：
00
～
16
：
30
）

   
 5

金

精
神
障
害
、
パ
ー
ソ

ナ
リ
テ
ィ
障
害
を
合

併
す
る
摂
食
障
害

西
園
マ
ー
ハ
文

（
9：
30
～
11
：
00
）

摂
食
障
害
難
治
例
の

診
断
と
治
療
－
認
知

行
動
療
法
的
ア
プ
ロ

ー
チ
か
ら
－

切
池
　
信
夫

（
13
：
30
～
15
：
00
）

認
知
行
動
療
法

切
池
　
信
夫

（
11
：
00
～
12
：
30
）
総
括
討
論

閉
講
式

（
15
：
00
～
16
：
30
）

第
44
回
医
学
課
程
（
1）
日
程
表

研
修
期
間
平
成
15
年
　
9
月
　
3
日
（
水
）
か
ら

平
成
15
年
　
9
月
　
5
日
（
金
）
ま
で

課
 程
 主
 任
　
小
牧
　
　
元

課
程
副
主
任
　
伊
藤
　
順
一
郎

課
程
副
主
任
　
安
藤
　
哲
也

研
修
会
場
国
立
精
神
・
神
経
セ
ン
タ
ー
精
神
保
健
研
究
所
研
修
棟

千
葉
県
市
川
市
国
府
台
１
‐
７
‐
３
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第 44回医学課程研修（1）講師名簿

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　ー　マ

西園マーハ文 東京都精神医学総合研究所
障害者、パーソナリティ障害を合併する
摂食障害

切 池 信 夫
大阪市立大学大学院医学研究科
神経精神医学教授

認知行動療法（1）認知行動療法（2）

鈴 木 健 二
国立療養所久里浜病院
精神科部長

アルコール依存症と摂食障害

志 村　 翠 心理的側面からみた摂食障害

瀧 井 正 人 九州大学医学部付属病院心療内科 入院治療

野 崎 剛 弘 九州大学医学部付属病院心療内科 身体的合併症・身体的管理

小 牧　 元
国立精神・神経センター精神保健研究所
心身医学研究部長

摂食障害の病態・治験概論

齋 藤 万 比 古
国立精神・神経センター精神保健研究所
心理・指導部長

小児の摂食障害

石 川 俊 男
国立精神・神経センター国府台病院
第２病棟部長

症例検討

伊 藤 順 一 郎
国立精神・神経センター精神保健研究所
社会復帰相談部長

心理教育的グループ

第 45回医学課程（2）研修講師名簿
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講　師　名 所　　　　　　　　属 講　義　テ　ー　マ

伊 藤 順 一 郎
国立精神･神経センタ－精神保健研究所
社会復帰相談部長

ACTとは何か

大 島　 巌
東京大学大学院医学系研究科
精神保健学分野　教授

日本の精神保健施作のなかの位置づけ

西 尾 雅 明
国立精神･神経センタ－精神保健研究所
社会復帰相談部　室長

ACTの具体的な内容（日本の特徴）

土 屋　 徹 国立精神･神経センタ－精神保健研究所 ACT-Jの実際の流れ

西 尾 雅 明
国立精神･神経センタ－精神保健研究所
社会復帰相談部　室長

ACTのシステム作りに必要なこと

ACT-J 臨床ﾁｰﾑ 国立精神･神経センタ－精神保健研究所 チームワークについて

ACT-J 臨床ﾁｰﾑ 国立精神･神経センタ－精神保健研究所 事例をめぐって     

ACT-J 臨床ﾁｰ
ﾑ、伊藤順一郎

国立精神･神経センタ－精神保健研究所 討論：ACTの可能性をめぐって

大 島　 巌
東京大学大学院医学系研究科
精神保健学分野　教授

EBPに基づくACT研究・サービス研究

鈴 木 友 理 子 国立精神･神経センタ－精神保健研究所 EBPに基づくACT研究・アウトカム研究
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《精神保健指導課程》
 平成１５年６月４日から６月６日まで、第４０回精神保健指導課程研修を実施し、「精神保健福祉活動の推進と

評価」を主題に、都道府県（指定都市）、精神保健福祉センタ－及び保健所等で精神保健福祉行政に携わっている者、

２３名に対して研修を行った。

第 40回精神保健指導課程研修日程表

月 日 曜 日 午　　前 講　師 昼　食 午　　後 講　師

6 4 水

開講式・オ
リエンテー
ション

9：30 ～ 9：50 12：30

～

13：30

「精神保健福
祉行政の課
題－今何に
取り組むか」

13：30 ～ 14：20
14：30 ～ 15：20
15：30 ～ 16：30

（泉）
（今田）

精神保健計
画部の研究
紹介①

9：50 ～ 10：50 （竹島） 意見交換会

都道府県の
精神保健指
標

11：00 ～ 12：30（伊藤）
（懇親会　自
由参加）

（18：00 ～）

    5 木

普 及 啓 発 12:30

～

13:30

精神保健計
画部の研究
紹介②

13：30 ～ 14：50（竹島）

－精神障害
を生きる

9：30 ～ 12：30 （織田）
調査実施の
方法

15：00 ～ 16：30（三宅）

アーティス
トに学ぶ

－役立つ結
果を得るに
は－

    6 金

「措置入院制
度の適正な
運用に関す
る研究」の
研究結果紹
介

9：30 ～ 12：30

（浦田）
（吉住）
（竹島）
（立森） 12:30

～
13:30

措置入院制
度運用のガ
イドライン
の必要性お
よび内容に
ついて

13：30 ～ 15：30

（浦田）
（吉住）
（竹島）
（立森）

意見交換会 意見交換会

閉 講 式 15：50 ～

研修期間　平成 15年 6月 4日（水）から

平成 15年 6月 6日（金）まで

課 程 主 任 竹島　　正

課程副主任 荒田　　寛

課程副主任 三宅　由子

研修会場国立精神・神経センター精神保健研究所研修棟

千葉県市川市国府台１－ 7－ 3
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第 40回精神保健指導課程研修講師名簿

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　ー　マ

泉 陽　 子 課長補佐
「精神保健福祉行政の課題 - 今何に取り組
むか」

伊 藤 弘 人 国立保健医療科学院経営科学部サービス評価室長 都道府県の精神保健指標

織 田 信 生 土佐病院ディ・ケア講師
普及啓発－精神障害を生きるアーティスト
に学ぶ－

浦 田 重 治 郎 国立精神・神経センター武蔵病院副院長
「措置入院制度の適正な運用に関する研究」
の研究結果紹介措置入院制度運用のガイド
ラインの必要性および内容について

吉 住　 昭 国立肥前療養所精神科医長
「措置入院制度の適正な運用に関する研究」
の研究結果紹介措置入院制度運用のガイド
ラインの必要性および内容について

今 田 寛 睦 所長
「精神保健福祉行政の課題－今何に取り組
むか」

竹 島　 正
国立精神・神経センター精神保健研究所精
神保健計画部長

精神保健計画部の研究紹介①・
「措置入院制度の適正な運用に関する研究」
の研究結果紹介
措置入院制度運用のガイドラインの必要性
および内容について

三 宅 由 子
国立精神・神経センター精神保健研究所精
神保健計画部統計解析研究室長

調査実施の方法
－役立つ結果を得るには－

立 森 久 照
国立精神・神経センター精神保健研究所精
神保健計画部研究員

「措置入院制度の適正な運用に関する研究」
の研究結果紹介
措置入院制度運用のガイドラインの必要性
および内容について

《心理学課程》

　平成 16 年 2月 9日から 2月 13 日まで、第 44 回心理学課程研修を実施し、「家庭内暴力（DV）におけ

る心理学的諸問題への理解：現状の理解と諸問題への対応ついて」を主題に、精神保健福祉センタ－、保

健所、精神病院、児童相談所及び知的障害者更生相談所等において、精神保健・福祉に関する業務に従事

している者、19名に対して研修を行った。
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第 44回心理学課程研修講師名簿

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　ー　マ

柳 田 多 美 上智大学文学部心理学科 ＤＶ概論

金　 吉 晴 成人精神保健部長 ＰＴＳＤ論

中 島 聡 美 成人精神保健研究室長 ＤＶの周辺領域

米 田 弘 枝 東京都女性相談センター 被害者の心理と支援の実際

石 井 朝 子 東京都精神医学総合研究所 現状をめぐるパースぺクテイブ

土 井 真 知 内閣府男女共同参画局 加害者の心理

柑 本 美 和 司法精神医学研究部 法的状況

平 川 和 子 東京フエミニストセラピーセンター 支援：シエルター入所から

宮 地 尚 子 一橋大学 支援：緊急時介入

《精神科デイ・ケア課程》

　精神病院等において精神科看護（集団療法、作業療法、レクリエ－ション活動、生活指導等）に従事し

ている看護師を対象とし、精神科デイ・ケアにかかる専門的な知識及び技術の研修を 2回実施した。なお、

第 91回の研修は、受講生の便宜をはかるため大阪市において実施した。

第 90回　平成 15年　5月 13 日 ～ 6月 2日　40名

第 91回　平成 15年　8月 18 日 ～ 9月 5日　98名

第 90回精神科デイ・ケア課程研修日程表

月　日 曜日 午　前　（　9：30　～　12：30　） 午　後　（　13：30　～　16：30　）

5　13 火
（9：30 ～　） （10：00 ～ 12：30)

開講式（今田所長） 精神保健福祉行政

（13：30 ～　） （14：30 ～ 16：30)

オリエンテーション 精神保健福祉の動向

（安西・横田・西尾） （今田所長）

  　14 水 精神科デイ・ケア地域ケアの歴史（荒田） リハビリテーション総論（宇野）

  　15 木 デイ・ケア治療概論（安西）
精神保健とインフォームド・コンセント
（白井）
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  　16 金 面接技術（横田） 家族との関係（伊藤）

  　19 月
臨床チーム論・カンファレンスの持ち方
（西尾）

デイ・ケア地域ケアとスタッフの役割（松永）

  　20 火 デイ・ケアの評価
グループ・ワークの技法、プログラムの実
際（栗原）

  　21 水 老人精神保健概論（白川） セミナー

   　22 木 作業療法の理論と展開（丹野） セミナー

   　23 金 セミナー セミナー

  　26 月 精神科デイ・ケア臨地研修

  　27 火 精神科デイ・ケア臨地研修

  　28 水 精神科デイ・ケア臨地研修

  　29 木 精神科デイ・ケア臨地研修

  　30 金 実習報告 実習報告

6　2 月 総括討論（安西・横田・西尾） 閉講式

平成 15年 5月13日（火）から

平成 15年６月 2日（月）まで

課 程 主 任　安西信雄

課程副主任　横田正雄

　　　　　　西尾雅明

研修会場国立精神・神経センター精神保健研究所研修棟

千葉県市川市国府台１‐７‐３

第 90回精神科デイ・ケア課程研修講師名簿

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　ー　マ

泉　 陽 子 厚生労働省精神保健福祉課課長補佐 精神保健福祉行政

丹 野 き み 子 健康科学大学教官 作業療法の理論と展開

松 永 宏 子 上智大学文部学部社会福祉学科教授 デイ・ケア、地域ケアとスタッフの役割
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栗 原 　 毅 デイケア講師
グループ・ワークの技法、プログラムの
実際

今 田 寛 睦
国立精神・神経センター精神保健研究所
所長

精神保健福祉の動向

横 田 正 雄
国立精神・神経センター精神保健研究所
精神保健相談研究室長

面接技術

荒 田　 寛
国立精神・神経センター精神保健研究所
社会福祉研究室長

精神科デイ・ケア、地域ケアの歴史

白 井 泰 子
国立精神・神経センター精神保健研究所
家族・地域研究室長、社会文化研究室長

精神保健とインフォームド・コンセント

竹 島　 正
国立精神・神経センター精神保健研究所
精神保健計画部長

リハビリテーション総論

安 西 信 雄
国立精神・神経センター精神保健研究所
社会精神保健部長

デイ・ケア治療概論

伊 藤 順 一 郎
国立精神・神経センター精神保健研究所
社会相談復帰部長

家族との関係

西 尾 雅 明
国立精神・神経センター精神保健研究所
援助技術研究室長

臨床チーム論・カンファレンスの持ち方

白 川 修 一 郎
国立精神・神経センター精神保健研究所
老人精神保健研究室長

老人精神保健概論

第 91回精神科ディ・ケア課程研修日程表

月　日 曜日 午　前（　9：30 ～ 12：30　） 午　後（　13：30 ～ 16：30　） 研修会場

8　18 月

開講式オリエンテーション

精神保健福祉行政

厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部精神保健福祉課

心の健康づくり対策官　植田紀美子

精神保健福祉既論

（国立精神・神経センター精神保健研

究所）

所長　今田寛睦

ホテルアウ

イーナ

  19 火

精神科デイ・ケア論（１）

（ﾃﾞｲｹｱの評価・プログラムの実際）

自治医科大学精神医学教室

助手　岩田和彦

ゼミナール 1

精神科デイ・ケアについて

（グループワークの技法）

ホテルアウ

イーナ

  20 水

家族との関係

大阪府立大学社会福祉学部精神保健

福祉学教授　三野善央

ゼミナール２

家族との関係

ホテルアウ

イーナ

  21 木

精神科保健とインフォームドコンセ

ント

茨木病院理事長・院長　高橋幸彦

社会精神保健概論（国立精神・神経

センター精神保健研究所）

精神保健計画部長　竹島　正

土佐病院ディケア講師　織田信生

ホテルアウ

イーナ
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  22 金

臨床チーム論・カンファレンスの持

ち方

上智大学文学部社会福祉学科教授　

松永宏子

ゼミナール 3

チーム医療について

ホテルアウ

イーナ

  25 月
面接技術大阪市立大学大学院創造都

市研究科助教授　弘田洋二

ゼミナール 4

面接技術

あべのメデ

イックス

  26 火
作業療法の理論と展開健康科学大学

作業療法学科教授　篠田峯子

ゼミナール 5

作業療法の理論と展開

あべのメデ

イックス

  27 水
地域ケアとスタッフの役割三家クリ

ニック　院長　三家英明　　

ゼミナール 6

地域ケアとスタッフの役割

  28 木 精神科デイ・ケア実習（ 1） 精神科デイ・ケア実習（ 2）

  29 金 精神科デイ・ケア実習（ 3） 精神科デイ・ケア実習（ 4）

9　1 月 精神科デイ・ケア実習（ 5） 精神科デイ・ケア実習（ 6）

  2 火 精神科デイ・ケア実習（ 7） 精神科デイ・ケア実習（ 8）

  3 水

ゼミナール７

実習のまとめ

大阪市こころの健康センター所長　

古塚大介

精神科在院患者の長期化と高齢化問題

（国立精神・神経センター精神保健研

究所）

社会精神保健部長　安西信雄

ホテルアウ

イーナ

  4 木
老人性痴呆ケアの実際山本病院

理事長　山本幸良
ゼミナール８老人性痴呆ケアの実際

ホテルアウ

イーナ

  5 金

精神科治療の問題点と今後の展開

（国立精神・神経センター武蔵病院）

副院長　浦田　重治郎

総括討論

国立精神・神経センター武蔵病院

副院長　浦田　重治郎

大阪府こころの健康総合センター

所長　岡田　清

日本精神科病院協会大阪府支部

支部長　関山守洋

閉講式

ホテルアウ

イーナ

研修期間　平成 15年 8月18日（月）から

平成 15年 9月 5日（金）まで

課 程 主 任　竹島　正

課程副主任　波田野和夫

　　　　　　　　　　　　　　　研修会場：ホテルアウイーナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪市天王寺区石ヶ辻町 19番 12 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あべのメデイックス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪市阿倍野区旭町 1丁目 2番 7－ 401 号
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第 91回精神科デイ・ケア課程研修講師名簿

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　ー　マ

植 田 紀 美 子
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精

神保健福祉課こころの健康づくり対策官 
精神保健福祉行政

今 田 寛 睦 国立精神・神経センター精神保健研究所長 精神保健福祉概論

竹 島　 正
国立精神・神経センター精神保健研究所

精神保健計画部長
社会精神保健概論

織 田 信 生 土佐病院　ディ・ケア講師 社会精神保健概論

安 西 信 雄
国立精神・神経センター精神保健研究所

精神保健計画部長
精神科在院患者の長期化と高齢化問題

岩 田 和 彦 自治医科大学精神医学教室 精神科デイ・ケア論（１）

三 野 善 央
大阪府立大学社会福祉学部

精神保健福祉教授
家族との関

高 橋 幸 彦 茨木病院理事長
精神科保健とインフォームドコンセント

（疾病教育の視点で）

松 永 宏 子 上智大学文学部社会福祉学科教授 臨床チーム論・カンファレンスの持ち方

弘 田 洋 二 大阪市立大学文学部助教授 面接技術

篠 田 峯 子
（元）大阪府立看護大学医療技術短期大学

部作業療法科助教授
作業療法の理論と展開

三 家 英 明 三家クリニック院長 地域ケアとスタッフの役割

山 本 幸 良 山本病院理事長 老人性痴呆ケアの実際

古 塚 大 介 大阪市こころの健康センター所長 ゼミナール 7　実習のまとめ

浦 田 重 治 郎 国立精神・神経センター　武蔵病院副院長 精神科治療の問題点と今後の展開

野 上 洋 子 小阪病院
セミナー１　精神科デイ・ケアについて

（グループワークの技法）

高 谷 義 信 新阿武山病院
セミナー１　精神科デイ・ケアについて

（グループワークの技法）

村 上 貴 栄
関西医科大学付属病院精神医療総合センター

精神保健福祉士

セミナー１　精神科デイ・ケアについて

（グループワークの技法）

遠 嶋　 千 景 稲垣診療所
セミナー１　精神科デイ・ケアについて

（グループワークの技法）

香 西　 加 朱 府立中宮病院
セミナー１　精神科デイ・ケアについて

（グループワークの技法）
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鹿 野 　 勉 大阪府こころの健康総合センター セミナー２　家族との関係

松 本 昌 幸 堺市東保健センター　精神保健福祉相談員 セミナー２　家族との関係

三 好 裕 之 小杉クリニック セミナー２　家族との関係

根 来 千 穂 大阪市こころの健康センター セミナー２　家族との関係

鷺 ノ 森 和 也 東大阪市西保健センター セミナー２　家族との関係

山 岡 恭 博 茨木病院デイケアセンター セミナー３　チーム医療について

澤 村 智 次 久米田病院 セミナー３　チーム医療について

後 藤 幸 子 浜寺病院 セミナー３　チーム医療について

鈴 木　 俊 雄 七山病院 セミナー３　チーム医療について

松 本 多 世 榎坂病院 セミナー３　チーム医療について

宮 脇 稔 アンダンテ施設長 セミナー４　面接技術

本 宮 幸 孝 ＰＬ病院心理室 セミナー４　面接技術

白 那 和 子 大阪市心の健康センター セミナー４　面接技術

高 橋 裕 子 大阪樟蔭女子大学人間科学部児童学科 セミナー４　面接技術

大 野　 秀 樹 大阪赤十字病院 セミナー４　面接技術

山 本 芳 恵 阪南病院 セミナー５　作業療法の理論と展開

清 川 賢 ニ 小阪病院 セミナー５　作業療法の理論と展開

大 西 和 孝 府立中宮病院 セミナー５　作業療法の理論と展開

田 中 愼 一 金岡中央病院 セミナー５　作業療法の理論と展開

田 中 克 明 さわ病院 セミナー５　作業療法の理論と展開

辻　 美 子 大阪府こころの健康総合センター セミナー６　地域ケアとスタッフの役割

濱 中 利 保 三家クリニック セミナー６　地域ケアとスタッフの役割
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八 幡 智 子 藤井寺保健所松原支店 セミナー６　地域ケアとスタッフの役割

一 柳 茂 明 高槻市保健所 セミナー６　地域ケアとスタッフの役割

栄 広 司 国分病院 セミナー６　地域ケアとスタッフの役割

柏 木 一 恵 浅香山病院 セミナー８　老人性痴呆ケアの実際

松 本 恵 美 大阪さやま病院　老人性痴呆疾患センター セミナー８　老人性痴呆ケアの実際

山 本　 忠 一 水間病院 セミナー８　老人性痴呆ケアの実際

高 室　 直 子 さわ病院 セミナー８　老人性痴呆ケアの実際

大野　かおり 山本病院 セミナー８　老人性痴呆ケアの実際

《精神科デイ・ケア課程（中堅者研修）》

　平成15年11月17日～11月21日まで、第9回精神科デイ・ケア課程（中堅者）研修を実施し、「精神科ディ・

ケアを活性化させる中堅者の育成」を主題に、精神保健福祉センタ－、保健所及び、精神病院等で精神科

ディ・ケア業務に従事している医師、看護師、ソーシャルワーカー（含精神保健福祉士）、作業療法士及

び臨床心理業務に従事する者に対して研修を行った。

第 9回精神科デイ・ケア課程（中堅者研修）日程表

月　日 曜日 9：30 ～ 12：30 講　　師 13：30 ～ 16：30 講　　師

11　17 月

開講式・オリエンテーシ

ョン今日の精神保健福

祉行政とデイ・ケア

伊 藤 順 一 郎

今 田 寛 睦
今後のデイ・ケアの課題 荒 田 　 寛

11　18 火
ＡＣＴの活動を通して

学んでいること

西 尾 雅 明

伊 藤 順 一 郎

ユーザーはデイ・ケアに

何を求めるか

土 屋 　 徹

ユーモアズ（５名）

11　19 水
デイ・ケアからアウトリ

ーチへ
鶴 見 隆 彦

グループ討論（デイ･ケ

ア運営について）
荒 田 　 寛

11　20 木
デイ・ケアにおけるチー

ムワーク
栗 原 　 毅

デイ・ケアを就労支援プ

ログラムにするには・・
相 澤 欣 一

11　21 金

クロージング・まとめと

討論 

閉講式

伊 藤 順 一 郎

研修期間：平成 15年 11 月 17 日（月）から

平成 15年 11 月 21 日（金）まで
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課 程 主 任　伊藤順一郎

課程副主任　荒田　寛

研修会場：国立精神・神経センター精神保健研究所　研修棟

〒 272-0827　千葉県市川市国府台１－７－３

第 9回精神科デイ・ケア課程（中堅者研修）講師名簿

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　ー　マ

今 田 寛 睦
国立精神・神経センター精神保健研究所

所長
今日の精神保健福祉行政とデイ・ケア

以下、五十音順

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　ー　マ

相 澤 欽 一 宮城障害者職業センター
デイケアを就労支援プログラムにするに

は・・

荒 田　 寛
国立精神・神経センター社会福祉研究室

室長
今後のデイ・ケアの課題

伊 藤 順 一 郎
国立精神・神経センター社会復帰相談部

部長
ACTの活動を通して学んでいること

栗 原 毅 国立精神･神経センター デイ・ケアにおけるチームワーク

土 屋 徹
国立精神･神経センター国府台病院ACT

チーム
ユーザーは、デイケアに何を求めるのか

鶴 見 隆 彦 川崎市リハビリテーション医療センター デイケアからアウトリーチへ

《薬物依存臨床医師研修会》

　平成 15年 10 月 20 日から 10 月 24 日まで、第 17回薬物依存臨床医師研修会を実施し、精神病院及び精

神保健福祉センター等の施設に勤務し、薬物依存に関心のある医師、27名に対して研修を行った。

第 17 回（平成 15 年度）薬物依存臨床医師研修会日程表

月　日 曜日
午　　前

9：15 ～ 10：45　　　11：00 ～ 12：30

午　　後

13：30 ～ 15：00　　　15：15 ～ 16：45

10　20 月
9：30 より開講式オ

リエンテ－ション

薬物依存に関する

基礎知識（和田）

「わが国の薬物乱用・依存の現状と課題」

（尾崎） 

「ベンゾジアゼピン系薬物の基礎と臨床」

（石郷岡）
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10　21 火

「有機溶剤乱用・依存の現状と臨床」（和田）

「行動薬理学からみた薬物依存（身体依存

を中心に）」（若狭）

「覚せい剤依存の臨床」（小沼）

「大麻によって発現する動物の異常行動」

（藤原）

10　22 水

「医療施設における

薬物依存の治療（医

師）」（小沼）

埼玉県立精神医療

センターへ移動

14：30「病棟見学・実習」（成瀬）

「医療施設における薬物依存の治療（看護）」

（後藤）

10　23 木

「覚せい剤精神疾患の生物学的病態」

（氏家）

「薬物依存に対する集団精神療法」（中村）

「精神保健分野における薬物依存への取り

組み」（田辺）

「司法精神医学からみた薬物精神障害」（中

谷）

10　24 金

「薬物乱用に関する各種法律と対策」（山本）

「行動薬理学からみた薬物依存（精神依存

を中心に）」（鈴木）

「薬物依存からの回復者による自助グルー

プ活動」（岩井） 

｢ 薬物乱用･依存をめぐる討論会 ｣　閉講式

（和田 ､ 尾崎、舩田）

研修期間：平成 15年 10 月 20 日（月）から

平成 15年 10 月 24 日（金）まで

課 程 主 任　和田　　清

課程副主任　尾崎　　茂

課程副主任　船田　雅彦

研修会場：国立精神・神経センター精神保健研究所研修棟

千葉県市川市国府台 1－ 7－ 3　　

講師及び研修内容 

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　－　マ

今 田 寛 睦
国立精神・神経センタ－精神保健研究所

所長
総轄責任者

以下、五十音順

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　ー　マ

石 郷 岡 純 常磐病院副院長 ベンゾジアゼピン系薬物の基礎と臨床 

岩 井 喜 代 仁 茨城ダルク  グループ代表
薬物依存からの回復者による自助グルー

プ活動

氏 家　 寛
岡山大学大学院医歯学総合　研究科　精

神神経病態学助教授
覚せい剤精神疾患の生物学的病態

尾 崎　 茂
国立精神・神経センター精神保健研究所

室長
わが国の薬物乱用・依存の現状と課題

小 沼  杏 坪
医療法人せのがわKONUMA記念広島薬

物依存研究所　所長

①覚せい剤依存の臨床

②医療施設での薬物依存の治療（医師）
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田 辺 　 等 北海道立精神保健福祉センター指導部長
精神保健分野における薬物依存への取り

組み

鈴 木　 勉 星薬科大学薬品毒性学教室教授
行動薬理学からみた薬物依存－精神依存

を中心に－

中 谷　 陽 二 筑波大学社会医学系精神衛生学教授 司法精神医学からみた薬物精神障害

中 村　 真 一
神奈川県衛生部保健予防課精神保健福祉

班　臨床心理士
薬物依存症の集団精神療法

成 瀬 暢 也
埼玉県立精神医療センター診療部第 2精

神科医長
病棟見学・実習

後 藤 美 津 代
埼玉県立精神医療センター看護部第 2病

棟看護師長
 医療施設における薬物依存の治療（看護）

藤 原  道 弘 福岡大学薬学部臨床疾患薬理学教室教授 大麻によって発現する動物の異常行動

舩 田　 正 彦
国立精神・神経センタ－精神保健研究所

室長
薬物乱用･依存をめぐる討論会

山 本　 順 二
厚生省医薬安全局監視指導・麻薬対策課

課長補佐
薬物乱用に関する法律と対策

若 狭　 芳 男
（株）イナリサーチ薬理･毒性試験部

主席研究員

行動薬理学から見た薬物依存－身体依存

を中心に－

和 田　 清
国立精神・神経センタ－精神保健研究所    

部長

①薬物依存に関する基礎知識②有機溶剤

乱用・依存の実態と臨床（運営責任者）

《薬物依存臨床看護研修会》

　平成 15年 9月 9日から 9月 12 日まで、第 5回薬物依存臨床看護研修会を実施し、精神病院及び精神保

健福祉センター等の施設に勤務し、薬物依存に関心のある看護職、26名に対して研修を行った。

第 5回（平成 15 年度）薬物依存臨床看護研修会日程表

月　日 曜日
午　　前

9：15 ～ 10：45　　　11：00 ～ 12:30

午　　後

13：30 ～ 15：00　　　15：15 ～ 16：45

9　9 火
9：30 より開講式オ

リエンテ－ション

「薬物依存に関する

基礎知識」（和田）

「わが国の薬物乱用・依存の現状と課題」

（尾崎）   

「行動薬理学からみた薬物依存（精神依存、

身体依存）」（若狭）

 9　10 水
「有機溶剤乱用・依存の現状と臨床」（和田）

「薬物依存に対する集団精神療法」（中村）

「精神保健分野における薬物依存への取り

組み」（田辺）

「覚せい剤依存の臨床」（小沼）

9　11 木

「医療施設における

薬物依存の治療（医

師）」（小沼）

埼玉県立精神医療

センターへ移動

14:30　病棟見学・実習（成瀬）と「医療

施設における薬物依存の治療（看護）」（後

藤）
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9　12 金

「薬物依存からの回復者による自　助グル

ープ活動」（幸田、辻本）

｢薬物乱用・依存をめぐる討論会 ｣閉講式

（和田 ､ 尾崎、舩田）

研修期間：平成 15年 9月  9 日（火）から

平成 15年 9月 12 日（金）まで

課 程 主 任　和田　　清

課程副主任　尾崎　　茂

課程副主任　舩田　正彦

研修会場：国立精神・神経センター精神保健研究所研修棟

〒 272 千葉県市川市国府台 1－ 7－ 3

講師及び研修内容

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　－　マ

今 田　 寛 睦
国立精神・神経センタ－精神保健研究所

所長
総轄責任者

以下、五十音順

講　師　名 所　　　　　　　属 講　義　テ　－　マ

尾 崎　 茂
国立精神・神経センター精神保健研究所

室長
わが国の薬物乱用・依存の現状と課題

幸 田　 実 東京ダルク責任者
薬物依存からの回復者による自助グルー

プ活動　

小 沼 杏 坪
医療法人せのがわKONUMA広島薬物依

存研究所　所長 

①覚せい剤依存の臨床

②医療施設での薬物依存の治療（医師）

田 辺　 等
北海道立県精神保健福祉センター指導部

長 

精神保健分野における薬物依存への取り

組み

辻 本 俊 之 東京ダルクスタッフ
薬物依存からの回復者による自助グルー

プ活動

後 藤 美 津 代
埼玉県立精神医療センター看護部第 2病

棟看護師長
医療施設における薬物依存の治療（看護）

中 村 真 一
神奈川県衛生部保健予防課精神保健福祉

班 臨床心理士
薬物依存症の集団精神療法

成 瀬 暢 也
埼玉県立精神医療センター診療部第 2精

神科医長  
病棟見学・実習

舩 田 正 彦 国立精神・神経センタ－室長 薬物乱用・依存をめぐる討論会

若 狭　 芳 男
（株）イナリサーチ薬理・毒性試験部主席

研究員

行動薬理学から見た薬物依存－精神依

存、身体依存－
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和 田 　 清
国立精神・神経センタ－精神保健研究所    

部長

①薬物依存に関する基礎知識

②有機溶剤乱用・依存の実態と臨床

　（運営責任者）
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1-1．精神科長期在院患者の退院の困難性
と可能性

安西信雄1），穴見公隆2），佐藤さやか1）

1）国立精神・神経センター精神保健研究所社会

精神保健部

2）国立精神・神経センター武蔵病院

　厚生労働省の精神保健福祉対策本部から「受

け入れ条件が整えば退院可能」な 7万 2千人の退

院促進など 4本柱からなる改革の方針が平成 15

年 5月に発表された。平成 16年 1月 30 日の病院

報告で平成 15 年 9 月分の実態が報告されたが，

1年前と比べて精神病床在院患者は 332,694 人→

330,276 人，病床利用率は 92.7%→ 92.5%，平均在

院日数は 369.0 日→ 345.5 日で，緩やかな変化は

見られるが目標とされる大規模な変化は生じてい

ない。

　演者らは退院促進と地域移行の方策を明らかに

することを目的に平成 15 年度から厚生労働省精

神・神経疾患委託費により研究班を組織して検討

を開始している。研究班では薬物療法改革，評価

方法の確立，効果的なプログラムの開発，ソーシ

ャルワーカーを中心とする地域資源開拓と地域移

行支援などに取り組み，国立精神・神経センター

武蔵病院でモデル実践の試行を開始している。

　初年度の課題として精神科長期在院患者の実態

と退院困難理由の調査を行い，今後の地域移行の

手がかりが得られたので報告する。

　第 1に文献調査により「受け入れ条件が整えば

退院可能」という医師判断はその後の退院に結び

つくとは言えず，いわゆる「社会的入院」患者は

退院のために解決されるべき問題を抱えている患

者群であることが明らかになった。

　第 2に「大阪方式」等の実地調査により地域で

の居場所の再建と移行支援者が必要で，とくに「地

域に迎え入れる」働きかけの重要性が明らかと

なった。

　第 3に国立精神・神経センター武蔵病院の在

院患者 (4 病棟 156 名）の退院困難理由を調査し，

尺度化を目指して 47 項目に整理して看護師によ

る評価を実施したところ退院困難に「非常に」影

響すると評価された上位 10 項目 (28 ～ 43%の患

者が該当）は，退院後の生活や自己の能力の判断

の障害，自分の病気の知識や理解のほか，家族支

援の乏しさ，再発を繰り返している，意欲や生活

リズム，食事準備などの IADL，病的体験，多飲

などの健康を損なう行動であった。家族や環境側

の支援の強化とともに，疾病と治療についての本

人の心理教育や，意欲を喚起し自発性を高めて生

活と疾病の自己管理能力を高めるリハビリテーシ

ョン活動の必要性が示唆された。系統的にこれら

に取り組むプログラムを開発し，その効果の検証

を通して全国への普及を目指して研究を推進し

たい。　

1-2．ACT-J（Assert ive Community 
Treatment － Japan）経過報告－第 2報

久永文恵1），西尾雅明1），伊藤順一郎1），鈴木友里

子2），小泉智恵1），堀内健太郎1），土屋徹1），中村

由嘉子1），野口博文3），平野美紀4），塚田和美2），

ACT-J 臨床チーム2）

1）社会復帰相談部

2）国府台病院精神科

3）司法精神医学研究部

4）社会精神保健部

背　景

　平成 15 年 5月に取りまとめられた精神保健福

祉対策本部中間報告において，｢入院医療中心か

ら地域生活中心へ ｣という方向を促進するため，

地域ケアの充実の必要性が指摘されている。しか

し，重い精神障害を抱えた人たちを対象とするケ

アシステムの整備は未だ不十分であるのが実状で

Ⅳ　平成 15 年度精神保健研究所研究報告会抄録

　　　日時：平成 16年 3月 15 日（月）9：30 － 17：00

　　　場所：国立精神・神経センター精神保健研究所

　　　　　　研修センター研修室（ 2Ｆ）
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ある。このような状況に対し，欧米で有効性が確

認されている，多職種チームによるACT（包括

型地域生活支援プログラム）の導入が求められる。

目　的

　本研究は，日本において初めてACTを試行し

（ACT-J），1）プログラムの援助効果（地域滞在日数，

QOL，精神症状，家族の困難・負担，満足度），2）

制度化にあたって必要な条件設備のあり方（多職

種チームのあり方，当事者への効果的な援助プロ

セスのあり方，プログラムの運用評価に関する基

準のあり方），3）医療経済学的効果，などについ

て実証的に検討しようというものである。今回の

報告では，平成 15 年 5 月より始まったパイロッ

トスタディにおける対象者のベースライン調査の

結果，臨床活動の概要について紹介したい。

方　法

　年齢，診断名，居住地，入院前二年間の精神科

医療の利用や生活状況等に基づき作成した加入基

準を満たし，本研究への同意を得られた 27 名を

対象に，カルテや主治医からの情報をもとに利用

者の基本属性や，入院前の医療機関の利用状況を

明らかにした。退院 2週間後には，BPRS,GAF, 

QOLI の評価を行った。

　臨床活動に関しては，スタッフの参与観察をも

とに，チーム内の発展のプロセスを記録するとと

もに，その中から重要と思われたトピックを抽出

し，より詳細に検討を行った。

結　果

　対象者のベースライン調査の結果については，

当日詳細に報告したい。また，臨床活動に関する

記述を通して特に家族支援の重要性が浮き彫りと

なった。

考　察

　平成 15 年 5月以降に対象者のエントリーが開

始されたため，今回の報告では対象者のベース

ライン調査の結果を呈示するにとどまった。平

成 16年 5月からは，ACT－ J対象者を無作為に

利用者と非利用者に割り付けるRCTの形で実証

的にACTの援助効果を検証するとともに，制度

化にあたって必要な条件設備のあり方，医療経済

学的効果についても検討を加えることを考えてい

る。

2-1．統合失調症の臨床症状における
Chromogranin B 遺伝子多型の影響

飯嶋良味1），有波忠雄2），大槻露華2），吉尾隆3），

中谷真樹3），妹尾久3），樋口輝彦4），稲田俊也5）

1）国立精神・神経センター精神保健研究所老人

精神保健部　

2）筑波大学基礎医学系遺伝医学

3）社会福祉法人桜ヶ丘記念病院

4）国立精神・神経センター国府台病院

5）名古屋大学大学院医学系研究科精神生物学分野

緒　言

　統合失調症の発症には，社会心理学的要因に加

えて遺伝要因の関与することが古くから示唆され

ている。養子研究，双生児研究，家族研究などから，

統合失調症の発症脆弱性の少なくとも 60 ～ 70％

は遺伝要因により説明される。しかし，一卵性

双生児の一致率は 50％かそれ以下であることか

ら，統合失調症は遺伝要因のみで発症するのでは

なく，さらに発症脆弱性には多くの遺伝子が関与

していると推測される。統合失調症の遺伝子研究

は 1980 年代から活発に行われてきており，最近

では，全ゲノムを対象とした連鎖解析が，最も多

く行われている疾患の一つとなっている。我が国

においても，統合失調症の全ゲノム連鎖解析は共

同研究グループ JSSLG（Japanese Schizophrenia 

Linkage Group）が進めており，その成果を発表

している。しかし，連鎖解析では疾患と関連す

る染色体領域を示すことはできるが，その先の責

任遺伝子同定への道のりは容易ではない。それで

も，ヒトゲノムプロジェクトの完成により，1研

究室でも複雑疾患の遺伝子の同定は可能となりつ

つある。今回我々は，連鎖解析的アプローチを遺

伝子関連解析に応用することにより，統合失調症

の有力な候補遺伝子としてChromogranin B 遺伝

子（CHGB）を同定するに至ったので報告する。

方　法

　対象は，文書と口頭で本研究の目的および意義

についての説明を行い，書面での同意の得られた

統合失調症患者 230 名と，健常対照者 220 名であ

る。方法は，これら対象者から採取した血液より

DNAを抽出し，PCR法にてDNAマイクロサテ

ライトマーカーや遺伝子変異存在部位を増幅後，
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ABI 310 Genetic analyzer にて各対象者の遺伝子

型を判定した。CHGBの変異検索は，翻訳領域お

よび調節領域についてPCR-Direct Sequence 法に

て検出した。統計解析は，スクリーニング解析に

おいては最大χ2統計量と最大 1-to-others 統計量

の混合型検定を用いた。CHGBの関連解析では，

2 × 2，2 × 3 の χ2検定を行い，有意水準は

p<0.05 とした。なお，本研究は国立精神・神経

センター国府台地区の倫理委員会，各共同研究施

設の倫理委員会の承認を得て行っている。

結　果

　第 19,20,21,22 番染色体上に位置する，34 個の

DNAマイクロサテライトマーカーを用いてスク

リーニング解析を行った結果，20 番染色体上の

マーカーD20S95 において，症例・対照間に有意

な差を見いだした。さらにD20S95 周辺の 10 個

のマーカーによる追加解析を行い，隣接するマ

ーカーにおいても有意傾向を確認した。これら 3

マーカーは 200Kb 以内に隣接しており，最も近

傍に存在する遺伝子はCHGBである。CHGBの

変異検索を行ったところ，合計 22 個の多型を見

いだした。これら多型と統合失調症との関連を

検討した結果，Exon4 内の 3つの多型 1058G/C，

1104G/A，1250G/A，において，アリル頻度，遺

伝子型頻度共に症例対照間で有意な差が見られ

た。また，これら多型は統合失調症の各種臨床症

状のうち，抗精神病薬投与初期における錐体外路

症状発症の有無，若年発症群，さらに初回エピソ

ード時に解体の症状がみられた群において特に強

い関連が見られた。

考　察

　Chromogranin family（A, B, C）は，種々の神

経細胞や脳脊髄液中に分布し，シナプスからの

神経伝達物質の放出を調節するタンパクであると

考えられているが，生理的意義についてはまだ

不明な点も多い。最近では，Chromogranin Aお

よび Bが統合失調症患者の脳脊髄液中で有意に

減少しているとの報告や，reserpine, clozapine, 

haloperidol などの抗精神病薬に反応して，脳内に

おけるmRNAの発現増加や発現の局在変化が観

察されるなど，機能的にも精神疾患の病態生理と

の関連を示唆する所見がみられる。CHGB多型と

統合失調症との関連は，中国人（漢民族）集団に

ついても報告されており，CHGBは統合失調症の

病態生理や発症脆弱性，さらには各種臨床症状に

影響を及ぼす重要な遺伝子であると考えられる。

2-2．候補遺伝子法による摂食障害感受性
遺伝子研究の現状と今後の課題

安藤哲也，小牧元

心身医学研究部

　心身医学研究部では現在，全国の摂食障害診

療施設を組織して多施設でサンプルを収集し，1．

候補遺伝子法による相関解析，2．ゲノムワイド

相関解析，3．罹患同胞対法による連鎖解析の 3

つのアプローチによって摂食障害感受性遺伝子を

見つける研究を進めている。

　世界的にはこれまでにセロトニン関連遺伝

子，ドパミン関連遺伝子，摂食・体重調節およ

びエネルギー消費関連遺伝子，その他を候補遺

伝子としてケース－コントロール法，TDT法な

いしHRR法による相関解析が行われてきた。そ

して，5-HTR2A 遺伝子の -1438G/A 多型および

5-HTTLPR多型についてメタアナリシスで弱い

関連（オッズ比 1.2-1.3）が認められたものの，多

くの場合は，たとえ関連が認められても再現性が

ないか確認されていないのが実情である。

　今回，我々がこれまでに解析してきた

5-HTR2A，TNFα，UCP2，UCP3，AGRP遺伝

子の多型，および現在進行中のBDNF他の遺伝

子の多型解析の現状を報告する。そして，候補遺

伝子法で感受性遺伝子を見つけるため克服すべき

課題について考察する。

3-1．疫学調査から判明したわが国の精神
障害の有病率とサービス利用について

立森久照1），川上憲人2），大野裕3），中根允文4），

竹島正1），三宅由子1），宇田英典5），岩田昇6），吉川

武彦7）

1）精神保健計画部

2）岡山大学大学院医歯学総合研究科

3）慶應義塾大学保健管理センター

4）長崎国際大学人間社会学部社会福祉学科

5）鹿児島県伊集院保健所
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6）東亜大学総合人間・文化学部総合人間・文化

学科

7）中部学院大学人間福祉学部人間福祉学科

目　的

一般住民を対象としたこころの健康に関する地域

疫学調査を実施し，非分裂病性の主要な精神障害

の有病率，および受診・相談行動を明らかにする

ことを目的とする。

対　象

中国・九州地方の 3県 4市町村の 20 歳以上の一

般住民からランダムに抽出された 3,224 名から調

査対象外（調査時点で死亡，転居，入所・入院し

ていた者）を除く 2,951 名を対象に調査を実施し，

1,664 名（回収率 56.4%）の有効回答を得た。

方　法

　DSM-IV および ICD-10 に準拠し，世界的に標

準化された現時点で最新の精神疾患の疫学調査

法であるWHO統合国際診断面接（Composite 

International Diagnostic Interview）をもとにし

たWMH調査票を用いて，訓練を受けた面接者

による訪問面接式調査を実施した。

　得られたデータから，気分（感情）障害（F32.2-3, 

F32.1, F32.0, F30.1-2, F30.0, F34.1），神経症性・ス

トレス性障害（F41.0, F40.00, F40.1, F40.2, F41.1, 

F43.1），および精神作用物質による障害（F10.1, 

F10.2, F1x.1, F1x.2）について，ICD-10 診断によ

る生涯有病率（調査時点までに各精神障害を経験

していた者の割合）および 12 ヵ月有病率（調査

時から過去 12 ヵ月間に各精神障害の診断基準を

満たす状態にあった者の割合）を算出した。また，

各精神障害を経験していた者の中で，こころの健

康問題に関する受診・相談経験のあった者の割合

（生涯受診率），および過去 12 ヵ月間に診断基準

を満たす状態にあった者の中で過去 12 ヵ月間に

こころの健康問題に関する受診・相談経験のあっ

た者の割合（12 ヵ月受診率）を受診・相談先別

に算出した。

結　果

　気分（感情）障害では，生涯有病率 9.0%（男

性 5.4%，女性 11.8%），12 ヵ月有病率 3.1%（男性

1.8%，女性 4.1%）であった。神経症性・ストレ

ス性障害では，生涯有病率 11.5%（男性 9.3%，女

性 13.2%），12 ヵ月有病率 6.4%（男性 5.4%，女性

7.1%）であった。精神作用物質による障害では，

生涯有病率 2.6%（男性 4.5%，女性 1.2%），12 ヵ

月有病率 0.7%（男性 1.4%，女性 0.2%）であった。

　医師（精神科医と一般医）への受診に限った各

精神障害の生涯受診率は，25 から 30%程度，12

ヵ月受診率は 10 から 25%程度であった。また，

医師への受診だけでなく心理士等の精神保健の専

門家や宗教家等のその他の相談先への相談も含め

た場合の各精神障害の生涯受診率は，35%程度，

12ヵ月受診率は 17から 25%程度であった。

結　論

　一般住民を対象として疫学調査により，医療機

関の受診者する精神障害者を対象とした調査では

把握することのできない，地域に潜在する「ここ

ろ」の問題の頻度を把握することができた。非分

裂病性の主要な精神障害を持つ者の四分の三が未

受診であり，このような者へ適切な治療を提供す

ることが必要である。

4-1．がん生存者における侵入性想起と透
明中隔腔開存との関連

松岡豊1,  2），永岑光恵1, 2），稲垣正俊3），内富庸介2）

1）国立精神・神経センター精神保健研究所成人

精神保健部

2）国立がんセンター研究所支所精神腫瘍学研究

部

3）Mood and Anxiety Disorders Program,

National Institute of Mental Health, National

Institute of Health

背　景

　左右の透明中隔は，正常な神経発達を遂げる

と海馬や脳梁が急速に発達することで，生後 6ヶ

月以内に融合する。従って，透明中隔によって

囲まれた空間である透明中核腔（Cavum septum 

pellucidi: CSP）開存が大きい場合，海馬などの

神経発達障害を示唆すると考えられている。我

われは，PTSDと同様に侵入性想起も小さな海

馬と関連することを見出した。Myslobodsky et 

al（Psychiatry Res, 1995）は，PTSD患者は健
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常者に比して CSP が高頻度に認められること，

Gilbertson et al（Nat Nurosci, 2002）は PTSDに

おける小さな海馬体積は遺伝的脆弱性によること

を報告した。

目　的

　海馬発達がCSP開存に及ぼす影響を考えると，

侵入性想起とCSPの関連を検討することは，そ

の病態を理解する上で重要である。この研究では，

侵入性想起の有無によるCSP開存の頻度を比較

することを目的とした。

方　法

　国立がんセンター倫理審査委員会で承認さ

れた先行する脳画像研究（Nakano et al, Am J 

Psychiatry, 2002）に参加した右利きの乳がん生

存者 67 名（侵入性想起あり 28 名，なし 39 名）

を解析対象とした。二群間に人口統計学的，医学

的，心理社会学的差はなかった。3D-SPGR法で

撮像された 1.5mmスライスの高解像度頭部MRI

画像の冠状断スライスを用いてCSPを同定した。

Nopoulos et al の方法（Biol Psychiatry, 1997）に

従い，CSP を含むスライスが 4枚以上（CSP 開

存が 6㎜以上）の場合，異常であると定義した。

CSP異常開存と侵入性想起有無との関連を検討し

た。独立した二名が全例のCSP評価を行い，そ

の一致率は 86.2％であった。

結　果

　CSP 異常開存の頻度は，侵入性想起あり群と

なし群の間に有意差を認めなかった（11％ vs.　

5％ , p=0.64）。CSP開存が 4.5 ㎜以上を境界と定

義し，再検討行ったが二群間に有意差を認めなか

った（18% vs. 18%, p=0.99）。探索的にCSP開存

スライス数と海馬体積の関連も検討したが，有意

な関連を認めなかった。

考　察

　本研究では侵入性想起とCSPとの関連が認め

られず，Myslobodsky et al が観察したような，

CSPが侵入性想起発現の脆弱性マーカーであると

いう推測を支持できなかった。精神病理学的によ

り重度な PTSDであれば，CSP異常開存と有意

な関連が認められたのかもしれないが，軽度な侵

入性想起では，神経発達異常には関連がないのか

もしれない。今後は，PTSDの重症度にも配慮し，

CSPとの関連を検討していくことが期待される。

4-2．脳血流量変化による倫理命題に対す
る反応の検討
－光トポグラフィを用いた予備的研究－

永岑光恵1），曽雌崇弘2），二岡祥子3） ，金吉晴1）

1）国立精神・神経センター　精神保健研究所　

成人精神保健部

2）都立大学大学院　人文科学研究科

3）Department of Biophysics and Biochemistry,

University of Pennsylvania

背　景

　倫理的判断は，社会環境に自己を適応的に関

与させる能力であり，文化的に形成されると共

に，脳器質的な基盤をもつ（Moll et al., 2003; 

Anderson et al.,1999）。近年，神経イメージング

技術の発展にともない，倫理的判断の基盤となる

神経システムの解明が行われてきた。しかし，従

来の実験において呈示される倫理命題は，自己関

与の程度が低く，現実の倫理的判断の神経学的研

究としては不十分であった。

目　的

　自己関与の高い倫理命題と非侵襲的脳機能計測

機である光トポグラフィを用い，現実の倫理的判

断に対する神経システムを明らかにすることを目

的とした。

方　法

　健康で右手利きの大学生男女各 11 名ずつ，計

22名（21±1.5才）を対象とした。倫理命題として，

Social and Sexual Deception Protocol（二岡らが

作成）という文章呈示課題を用いた。この課題は，

社会的，性的，中立という 3つのカテゴリーから

なる。課題は全て一文で表現され，各条件 8文ず

つ，計 24文であった。安静 5秒，刺激呈示 10秒

間を 1試行として，刺激呈示ソフト（Presentation）

を用い，課題をランダムにパソコンのディスプレ

イに呈示した。課題文はディスプレイ上方に，そ

れに対する回答方法の指定（「本当のことを言い

なさい。」「嘘をつきなさい。」「好きな方で答えな
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さい」）は下方に同時に呈示した。なお，回答に

はマウスを用い（左：はい，右：いいえ），被験

者には "できるだけ早く回答するよう "に教示し，

行動指標として，回答までの時間を計測した。ま

た，両側前頭部の脳血流変化を光トポグラフィ装

置（HITACHI ETG-100）を用いて測定し，ブロ

ードマン第 9野周囲のチャンネル 1箇所に注目し

た。

結　果

　反応時間の結果から，嘘をつくように教示を受

けた場合の方が，他の教示を受けるよりも長い反

応時間を示すことがわかった（F=29.2, p<.001）。

一方，脳血流反応の結果からは，社会的命題にお

いて真実を答える方が嘘をつくよりも高い脳血流

変化を示したのに対し，性的命題においてはその

逆の傾向が示された（F=11.6, p<.01）。

考　察

　本研究では，異なる性質の倫理命題に対する

回答方法の相違が，異なる脳血流反応変化を示

すことを明らかにした。これらの反応相違は，

現在提唱されている倫理的判断における神経モ

デルの認知指向型と情動指向型という 2つの系

（Eslinger,1998）と関連している可能性が示唆さ

れた。今後は，最も人間らしい機能である倫理的

判断に関する研究を，統合失調症などの病態に広

げていきたい。

5-1．都道府県政令市の教育委員会に対す
る自殺予防対策実施状況調査

三宅由子，竹島正，佐名手三恵

精神保健計画部

はじめに

　平成 14年 12 月の自殺防止対策有識者懇談会報

告「自殺予防に向けての提言」において，自殺予

防対策の児童・思春期における留意事項として，

心の形成を重視した教育・正しい知識の普及・啓

発，自殺予防教育の可能性，心の健康問題への専

門的な相談・支援体制の充実等が課題として示さ

れた。本研究の目的は，都道府県・政令市の自殺

予防教育の実施状況，児童生徒の自殺が発生した

場合の学校現場等における危機管理の取り組み等

の実態を明らかにし，上記課題遂行に必要な情報

を収集することである。

対象と方法

　1県・1市の教育委員会の事前聞き取り調査を

もとに調査票を作成し，平成 15 年 12 月初旬に，

全国 60 都道府県・政令市（以下県と略す）の教

育委員会に対して郵送調査を行なった。回収数は

58，回収率は 97％であった。

　調査項目は，小中高校における自殺予防を目的

とした教育，教職員を対象とした自殺予防の研修，

自殺予防に関する地域資源等との連携を図る際の

受入れ窓口と実際の連携，児童生徒の心の健康対

策，平成 13,14 年度における児童生徒の自殺の実

態などである。

結　果

　県の事業として自殺予防を目的とした教育を行

なっていると回答したのは，小中学校で 9県，高

校で 10 県あったが，その半数以上は学校に対す

る通知・依頼であり，具体的な内容を示したもの

は各 4県のみである。学校個別でも把握されてい

る教育事例は少ない。教職員に対する研修でも直

接自殺を標的にしたものは少ない。生命尊重の教

育の充実では，想定されている問題は ｢いじめ ｣

である。児童生徒のこころの問題への対応はかな

り整備されてきており，スクールカウンセラー以

外の相談の場もほとんどの県で用意されている。

また教職員やカウンセラーに対するコンサルテー

ションも 80％以上の県で整備されている。

　平成 13,14 年度に教育委員会が把握した自殺事

例は，小学生 5県で 6件，中学生 31 県で 61 件，

高校生 36県で 169 件であった。

考　察

　2県を除くほとんどの教育委員会の協力が得ら

れ，この問題への関心の高さがうかがえた。直接

的な自殺予防教育は少ないものの，こころの問題

への対応，生命尊重教育は多くの県でかなり配慮

され，児童生徒・教職員に対する相談体制も概ね

整備されている。

　事前聞き取り調査では，学校は家庭や地域との

狭間で自殺事例への対応に苦労していることが語

られた。また自殺予防に関して外部からの働きか
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けは少ない一方，自殺事例をかかえた学校は様々

な対応をしていた。それら対応事例の情報を共有

し生かすために，情報交換の場を作り，学校支援

のシステムを構築する必要がある。

　本研究の成果は，精神保健福祉課を経て，文部

科学省の担当課と協議のうえ，報告書にまとめる

だけでなく，「都道府県・市町村の行政担当者向

けのマニュアル」作成にも活用し，自殺予防対策

における保健福祉行政と教育委員会の連携に役立

てる予定である。

5-2．うつ病発症の予測に関する研究

川村則行1），石川俊男2），中田光紀3），宮崎隆穗1），

小牧元1）

1）心身医学研究部

2）国府台病院心療内科

3）産業医学総合研究所

目　的

　ストレス脆弱性モデルは，遺伝と環境によって

形成される個人のストレスに対する強さが各人に

よって異なり，諸事象の経験を契機に，メンタル

ヘルス不全を生じたり，生じなかったりする場合

があるというものである。今回の報告では，企業

でのうつ病の発症の予測を試み，モデルの正しさ

の検証と，実用性についての考察を試みた。

方法：旧労働省の「職域におけるストレス・コホ

ート研究」は，平成 8～ 9年より開始された。当

研究部は平成 9年より，このコホートの一部であ

る愛知県の某企業において，インフォームドコン

セントのもと，精神神経免疫学的研究を実施し，

3000 人以上の免疫測定を実施した。その後，継

続的に各種疾患の発症等のフォローアップや免疫

測定を実施している。旧労働省コホートと川村ら

のストレス調査データを独立変数とし，うつ病の

発症や発症時を目的変数として，生存分析やＭ

ＴＳ法（マハラノビス田口メソッド）を行った。

ＭＴＳでは，平成 12 年度にうつ病と診断された

5人を比較データとして，Sheehan の不安尺度，

SDS，NEO，JCQ，睡眠時間，食生活，運動，健

康診断データからは，中性脂肪，コレステロール，

血圧，BMIなどを選んで解析した。

結果：MTS法で解析した結果，睡眠時間，神経

質傾向，誠実性傾向，伏在型攻撃性などの変数に

おいて SN比が高く，これらの変数で，2001 年

度以降のうつ病の発症を予測できた。距離の閾値

を 1.5 として，うつ病予備群と，正常者群の 2群

に分けたとき，うつ病予備群は，790 人中 15 人

がうつ病を発症し，正常群 2938 人中 22 人がう

つ病を発症した。（オッズ比 2.57，95％信頼区間

1.33 － 4.97）

考　察

　この結果から，神経質傾向などの個人の性格と，

睡眠時間などの生活習慣がうつ病の発症予測に役

立つこと，ＭＴＳ法が危険群を抽出できることな

どがわかった。個体のストレス脆弱性の方が，職

場のストレスなどよりも，うつ病の発症に重要な

要因であることが示唆されたが，ストレッサーの

アセスメント法が適切かどうかの問題が残る。ま

た，他集団においても同様のことが言えるか否か

は不明である。発表では，生存分析の結果なども

合わせて示す。今後は，これらの問題点につき改

善を試み，個体の脆弱性と，ストレッサーの関係

を明らかにしていきたい。

6-1．高齢者の認知機能に対する睡眠健康
の影響

白川修一郎，水野康，駒田陽子

老人精神保健部

　高齢者の睡眠障害の発生頻度は本邦でもほぼ

30％を超えると推定されている．夜間睡眠が分断

され日中に強い眠気の混入する睡眠時呼吸障害の

患者では，注意（attention）機能，短期・中期記

憶が障害されるとする報告が多い．長期不眠患者

で記憶，集中力，課題遂行力や人間関係を楽しむ

能力に障害が見られたとの報告もある．さらに，

長期不眠高齢患者では，社会に対する協調性の低

下や自己の生活に関する満足度などの意欲が低下

することが判明している． 近年，痴呆性疾患の前

駆症状と考えられるmild cognitive impairment 

（MCI） に注目が集まっている．記憶を主とする

認知機能の障害がMCI の主症状であるが，症状

の発現は安定していないという特徴を持つ．

本研究は，このMCI と睡眠健康の関係に焦点を
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当て，睡眠健康が高齢者の認知機能に及ぼす影響

を検討することを目的とした．

対象と方法

　研究の内容を十分に説明し同意の得られた茨城

県某町に居住するMCI 42 名を含む 609 名の高齢

者（男性 267 名，女性 342 名，年齢 72.8 ± 5.2 歳）

を対象として，標準化された睡眠健康調査票を用

い睡眠健康調査を行い，睡眠健康危険度得点を算

出した．睡眠健康調査票を構成する 5因子のうち

で，睡眠維持困難性因子，入眠困難性因子得点が

0.8SD 以上の悪化を示す高齢者を poor sleeper，

それ以外を good sleeper に分類し，両群から

認知機能検査について書面にて同意の得られた

者を対象として，Motor Task，Letter-Position 

Matching Task，Category Cued Recall，Clock 

Drawing，Word Fluency，Similarity の各検査を

行った．得られたサンプルより男女比，年齢，教

育年数をマッチさせランダムにサンプリングし

た poor sleeper 44 名（73.8 ± 5.2 歳，教育年数

:10.9 ± 2.7 年，男 28名，女 16名），good sleeper  

111 名（72.8 ± 4.4 歳，教育年数 :11.7 ± 3.1 年，

男 51名，女 60名）について解析した．運動機能

に関しては 1.5SD以下の者は，解析の対象より除

外した．

結果と考察

　郡部在住の高齢者の 29%に睡眠健康の悪化が

認められ，MCI では非MCI の 15.8%と比べ睡眠

健康の悪化した者が 38%とより多かった。国際

睡眠障害分類基準（ICSD）によりむずむず脚症

候群と確定診断された者は 1.5％，睡眠時無呼吸

症候群の可能性のある者は 2.1％であった．

認知機能に関しては，poor sleeper で Letter-

Position Matching Task， 順 位 づ け， Word 

Fluency 得点が有意に低下しており，attention（特

に内発的注意），記憶想起，弁別などの前頭連合

野機能に関連した認知機能の低下が顕著であっ

た．一方，Category Cued Recall には，有意差が

みられなかったが，課題の難易度がやや高かった

こと，睡眠健康の悪化が軽度の対象者が大部分で

あったことが原因と考えられた．

6-2．睡眠による手続き記憶向上に関する
研究

鈴木博之，有竹清夏，栗山健一，渋井佳代，李　

蘭，譚新，尾崎章子，田ヶ谷浩邦，内山真

国立精神・神経センター精神保健研究所　精神生

理部

　睡眠不足があると記憶能力が低下することを

経験する。睡眠とることにより学習した内容を

よりよく記憶出来ることは古くから知られてい

る。しかし，これまで宣言的記憶（declarative 

memory）と睡眠時間あるいは睡眠の質との関

係についていくつかの研究が試みられてきた

が，一貫した結果は得られていなかった。近年，

技能の獲得に関する記憶として知られる手続き記

憶（procedural memory）が，睡眠と強く関係し

ており，一度獲得した技能が十分な睡眠の後にさ

らに向上することが報告されている。すなわち，

技能学習成績の向上には睡眠を取ることが不可欠

であることが示唆されている。

　手続き記憶測定課題の一つである視覚弁別課題

を用いた実験により，レム睡眠量，深いノンレム

睡眠量と成績向上量の関係が推測されているが，

詳しい脳波状態との関係については分かっていな

い。これまでの多くの実験は被験者が家で睡眠を

取る条件で行われていることなど，方法論的な制

約があるためと思われる。今回，環境および行動

が統制された隔離実験室において，一晩の睡眠前

後に視覚弁別課題を行い，詳細な脳波状態と課題

成績向上量との関係を検討するための実験系の確

立を目的とした。

　8 名の健康な成人が実験に参加した（平均

24.5 ± 3.4 才）。0時から 8時までの睡眠前後にコ

ンピューターによる視覚弁別課題を行った。コ

ンピューターを用いた視覚弁別課題は 25 回のセ

ッションから成り立ち，回数を増すごとに刺激

間間隔の減少により難易度が高くなる。正答率が

80％にまで低下したときの刺激間間隔を課題成績

とした。睡眠前後の課題成績の差を求め，これを

成績向上率とした。課題遂行時に強い眠気を示さ

なかった 7名の被験者のデータを分析に用いた。

全ての被験者に成績向上が認められ，向上量は

36.7msec から 5msec であり，平均 17.4msec であ

った。我々の研究チーム独自の実験系が確立でき
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たため，現在睡眠の条件を変えながら，睡眠状態

が手続き記憶の向上に与える影響について検討を

行っている。

7-1．心神喪失者等医療観察法に関するモ
ニタリング調査の研究デザインについて

松本俊彦，野口博文，柑本 美和，岡田幸之，吉

川和男

司法精神医学研究部

竹島　正

精神保健計画部

目　的

　心神喪失者等医療観察法の運用状況を適切にモ

ニタリングするための研究デザインを作成するこ

と。

背　景

　平成17年の心神喪失者等医療観察法の施行に伴

い，当研究部においては新法対象者に関する種々

の情報を管理・分析することが求められている。

特に，指定入院医療機関における治療，あるいは，

退院後の社会復帰調整官や指定通院医療機関等の

地域職員による介入の有効性を実証する研究が重

要である。この準備段階として，調査項目や研究

デザインを慎重に検討していく必要がある。

方　法

　精神障害者による暴力行為のリスクファクター

に関する先行研究や一般精神障害者に対する介入

研究の文献等を調査し，調査項目や研究デザイン

の検討を行った。

結　果

　Outcome として，暴力行為の有無等の「公衆

の安全面に関する領域」に着目するだけではなく，

精神症状の改善や治療の状況等の「臨床的領域」，

あるいは，社会への適応状況等をみる「リハビリ

テーション領域」，さらに，対象者の主観的な健

康度や満足度に着目した「人道的領域」等の多次

元的な変数を採用し，治療・援助を考えていく上

で，より実践的な統計モデルを作ることが大切で

あると思われた。研究デザインとしては，1）旧

制度において同様の他害行為を行った精神障害

者をコントロールとする方法や，2） 医療観察法

対象者の中に新たにコントロールを設定する方法

が考えられた。さらに 3） 医療観察法の対象とな

らなかった事例についてフォローアップすること

も，制度運用のモニタリング上，重要であると考

えられた。

考　察

　旧制度対象者をコントロールとした調査では，

新旧両方の制度を単純に比較検討できるメリット

があるが，独立変数が人口統計学的なものに限ら

れ，かつ，十分に信頼性のある情報が得られない

可能性がある。一方，新法対象者の中にコントロ

ールを設定する場合には，デザインの設定が柔軟

に可能で，かつ，具体的な介入の効果を直接評価

できるというメリットがあるが，時間やコストを

要するという問題が残される。司法精神医療制度

の有効性の評価については，対象者のリスクのみ

に着目されがちであるが，一般の精神障害者と同

様，症状の改善や社会復帰，QOL等に対する総

合的な評価が求められるであろう。

7-2．心神喪失者等医療観察法における地
域生活支援システムの在り方に関する一考
察
－ Fidelity Measure の開発と処遇のモニタ
リングに向けて－

野口博文1），吉川和男1），松本俊彦1），岡田幸之1），

柑本美和1），竹島正2），伊藤順一郎3），久永文恵3），

大島巌4）

1）司法精神医学研究部

2）精神保健計画部

3）社会復帰相談部

4）東京大学医学部

背　景

　「心神喪失等の状態で重大な加害行為を行った

者の医療及び観察等に関する法律」が公布された

なか，対象者の退院後の生活を維持するシステム

は十分に整備されていない。制度の円滑な運用を

図るために，地域社会における実践の基準を特定

し，進行状況をモニタリングすることが必要とさ
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れるところであろう。

目　的

　本研究では，法律に基づく通院医療および精神

保健観察を明確化し，医療機関や保護観察所等に

おける処遇の実施内容を測定する用具（Fidelity 

Measure）を開発する。このためのステップとし

て，ⅰ．先行研究のレビュー　ⅱ．医療観察制度

によるプログラムモデルの定義　ⅲ．妥当性の検

討　を行っていく。

　なお，本報告では，現在までに調査を進めてい

る欧米における実践の事例を紹介し，医療観察制

度にともなう援用の可能性について言及したい。

方法：国際的な評価によって，重度精神障害者

に対する地域生活支援の効果が確認されているシ

ステム（Assertive Community Treatment）を

対象とし，プログラムモデルおよび対象者事例，

Fidelity 測定法に関する文献調査を行った。

結　果

　触法精神障害者を対象とするACTプログラム

に関し，支援の構成要素や社会資源とのネットワ

ークについて情報が得られた。また，対象者事例

として，過去に矯正施設の利用（10 回）および

精神科入院（14 回）を行った精神障害者に対す

る地域生活支援の状況が示されていた。

　Fidelity 測定法に関しては，人的資源／組織の

枠組み／サービス特徴の領域からなるDartmouth 

ACT Scale（28 項目）が標準的に用いられており，

実施基準の伝達や効果の予測，予算の配分等に影

響している一方，単一モデルの強制等，文化的・

経済的なコンフリクトの発生が指摘されていた。

考　察

　心神喪失者等医療観察制度の施行にともなう

Fidelity Measure の開発に向けて，プログラムモ

デルを確実にするための要素が示唆された。特

に，対象者への影響と効果の予測は重要であり，

再発・再犯の予防に寄与する可能性があると思わ

れた。今後，処遇にかかる専門職員や，自治体に

おけるケアマネジメント従事者等から意見を聴取

し，包括的なモニタリングシステムを構築してい

きたい。

8-1．薬物依存症の重症度評価尺度

尾崎茂1），和田清1），小田晶彦2），中元総一郎2），石

橋正彦3），飯田信夫，糸井孝吉4）

1）薬物依存研究部

2）国立下総療養所

3）十全病院

4）回生病院

はじめに

　薬物依存症の診断および治療において，その重

症度評価は臨床的にきわめて重要である。英語圏

ではすでにいくつかの評価尺度があり，このうち

ASI（Addiction Severity Index）はすでに邦訳

されているが臨床現場で普及しているとはいえな

い。そこで使用薬物によらず依存症の重症度（精

神依存）について適切に評価することができ，日

本での臨床場面に即しており，簡便で有用性の高

い自記式評価尺度を試作し，薬物依存症者に適用

したので報告する。

対　象

　研究協力施設で診療を受けているか，リハビリ

施設（東京，千葉，鹿島，仙台の各ダルク）に入

所または通所中で，原則的に最近 1年以内に薬物

使用歴のある薬物関連精神疾患と診断され，調査

時点において精神病状態等の著しい認知障害がな

く，研究の主旨を十分に理解し，文書による同意

を取得できた者とし，男性 62 例（平均年齢 33.6

歳），女性 13例（28.2 歳）の計 75例であった。

方　法

　「過去 1年間においてもっとも最近の薬物を

使用した典型的な時期」について，①面接者に

よる評価および②自記式評価を行った。①は，

MINI，ASI（治療必要度）およびDSM- Ⅲ R（重

症度），ICD-10，一般精神医学的評価，薬物関

連情報で構成される。②は，SAmDQ（Severity 

of Amphetamine　Dependence Questionnaire），

SDS（Severity of Dependence Scale，5項目）に

16 項目を付加したものを基本骨格とし，一般的

な精神症状についてGHQ（30 項目）により評価

した。
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結　果

　使用歴を有する薬物としては，覚せい剤，有機

溶剤が各 51 例（68.0%），大麻 32 例（42.7%），コ

カイン 11例（14.7%），MDMA8例（10.7%）など

であった。SDS を中心とする項目の主成分分析

から，11項目 （SDS/AD11）が選択された。この

11 項目は 4主成分から構成され，それぞれ強迫

的使用（Ⅰ，Ⅱ），薬物使用に関する認知，対人

関係障害に関連する項目であった。また 11 項目

の合計スコアは，MINI，DSM- Ⅲ R，GHQ，ASI

重症度スコアとの間にそれぞれ有意な相関がみら

れた。これらの相関係数は SDSより高く，α係

数も 0.77 とほぼ同等だった。

考　察

　SDS は，より多数例を対象とした疫学調査の

結果では 1主成分から構成され，精神依存の評価

に適切な尺度であると考えられ，この SDSを中

核とした評価尺度は臨床場面でも有用であると思

われた。SDS/AD11 については，面接による重

症度評価との間には SDSより強い相関がみられ

たが，単因子構造ではなかった。これは，症例数

がまだ少ないことに起因する一方で，依存症の「重

症度」が多面的に評価されるべきであることを示

唆する。さらに多数例で信頼性・妥当性を検討す

る必要があろう。

8-2．Bronx Waltzer マウスの認知機能に
関する行動学的解析

山口奈緒子1），稲垣真澄1），小林奈麻子1），小穴信

吾1），加我牧子1），伊藤雅之2）

1）知的障害部

2）神経研究所 疾病研究第二部

【目　的】

　Bronx waltzer mouse（bvマウス）は常染色体

劣性遺伝性に発症する難聴マウスで，原因遺伝子

は未だ不明である。本マウスには過剰回転行動を

示す群が存在するが，われわれはすでに難聴の程

度と行動量が相関していないことを明らかにして

おり，両者は別個の要因に起因するものと推測さ

れる。本研究では，bvマウスにおける行動特性

および認知機能を行動学的解析により解明するこ

とを目的とする。

方　法

　当研究部にて継代繁殖している，2－ 10 カ月

齢の非回転 bvホモ接合体マウスを用いた。ヘテ

ロ接合体は聴力正常で，かつ行動異常も認められ

ないため，これを対照とした。① open field test

により自発行動の評価を行った。② novel object 

test，③ 8方向放射状迷路検査で記憶・学習能力

の評価を行った。

結　果

　① bv群の区画移動数および立ち上がり回数は

対照群よりも有意に低下していた。一方，bv群

の中心区画滞在時間は対照群と同程度であった。

②対象物提示の 24 時間後の保持実験時に，対照

群では既知の物体よりも新奇なものへの探索行動

時間比が有意に増加した。しかし bv群は既知お

よび新奇な物体への探索行動時間がほぼ 50%の

割合であった。③対照群では参照記憶および作業

記憶エラー数ともに有意に減少したが，非回転群

ではテスト期間中にエラー数の有意な変化は認め

られなかった。

結　論

　自発行動パターンの解析により，bv群は新奇

環境での寡動と探索行動の減少を示した。不安の

亢進もしくは減少等の情動の異常は認められなか

った。また，②および③の記憶能力テストにおい

て bv群の著明な異常が明らかとなった。両テス

トは海馬依存性の記憶を評価できるため，bvと

くに非回転群の認知機能低下には海馬の機能障害

の関与が推測される。以上の結果より，本マウス

は記憶や学習の障害モデルとして有用であると考

えられる。

9-1．摂食障害患者の両親の 家族負担の軽
減に関する研究－複合家族心理教育実施の
こころみ－

槇野葉月，馬場安希，金井麻子，吉田光爾，伊藤

順一郎

社会復帰相談部
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はじめに

　摂食障害は，精神症状や対人的あるいは社会的

問題をしばしば伴う障害であり，家族も情緒的に

患者に巻き込まれ，混乱し自責感を感じやすく，

家族機能不全といった家族病理が指摘されてい

る。その治療では，家族を対象に含めた心理社会

的介入が有用と考えられており，その手法の一つ

が家族心理教育である。先行研究は，患者の症状

や家族機能の改善に対する家族心理教育の有効性

を示しているが，摂食障害における家族負担の実

態と，家族負担の軽減に対して複合家族心理教育

が与える効果については明らかにされていない。

そこで本研究では，家族心理教育が，家族自身の

生活にどのように影響を与えたかについて，直接

的な介入対象であるサポートの獲得や，患者の問

題に対する対処可能感と，最終的な目的である，

精神健康状態や健康関連QOLの改善の 2段階に

ついて，相互の関連性も含めて検討を加える。

方　法

　対象：対象は，複合家族心理教育プログラムへ

の参加希望家族のうち調査に応じたもので，対象

患者 31 人の父親 22 人（平均 54.2 ± 6.1 歳），母

親 30 人（平均 49.6 ± 4.3 歳）であった。患者は

男性 1人女性 30 人，平均 20.8 ± 4.9 歳で，診断

は神経性無食欲症 18 人，神経性大食症 8人，特

定不能の摂食障害 4人であった。

　介入：摂食障害患者と家族を対象に，月 1回 3

時間計 8回からなるプログラムを実施した。参加

者が①知識・情報を得て，②対処技能を高め，③

心理的･社会的サポートを受けることを目的とし

て，情報提供と，具体的な日常生活上の困難に対

する対処策を扱う話し合いの時間等からプログラ

ムを構成した。2002 年 6 月開始の第 1期と 2003

年 2月開始の第 2期を研究対象とした。第 1期の

平均参加回数は母親 5.2 ± 2.0 回，患者 1.8 ± 2.3

回であった。第 2期の平均参加回数は母親 4.7 ±

2.1 回，父親 1.1 ± 1.8 回，その他の続柄は 5.0 ±

2.8 回であった。期ごとに結果の検討を行ったが，

期による違いは認められなかったため，結果は 2

期をあわせて検討した。

　調査内容：本研究では家族負担を「家族自身

の生活に生じた影響」と定義し，まず心理教育

の直接的な効果指標に，①患者の問題に対処で

きるという感覚を評価する家族版対処可能感尺

度（小林ら , 2000; 2003）と②ソーシャルサポー

トを選んだ。また家族負担に関して心理教育に期

待される最終効果指標に，③家族困難度尺度（大

島 , 1987），④GHQ-12（Goldberg, 1978），⑤健康

関連QOLである SF-36 日本語版（福原ら , 2001）

を選んだ。

結　果

　介入による変化：複合家族形式による心理教育

的介入により，同じ悩みを抱えた家族からの支え

が増し，対処不可能感が減った。さらにGHQが

改善し，QOLも役割の制限の緩和や，全体的な

健康感，活力，精神状態で改善した。

　介入による変化はどのような過程で生じたの

か：患者の性，年齢，参加者の続柄，年齢で統

制した偏相関分析の結果では，参加回数が「対処

可能感Ⅰ変化量」（r = 0.60, p < 0.01）と相関し，

「GHQ換算点変化量」（r = 0.47, p < 0.1），「SF36

身体機能変化量」（r = -0.43, p < 0.1），「SF36 精

神状態の変化による役割の制限」（r = -0.40, p < 

0.1）と関連傾向を示した。また重回帰分析の結

果では，参加回数が多いほど家族困難度は減少し，

また対処可能感の改善や困難度の減少が終了後時

点での高いQOLに関連することを示していた。

結　論

　家族の対処可能感軽減に焦点を当てた家族心理

教育は，家族の困難度を軽減し健康関連QOLの

改善に有用であると考えられる。

9-2．注意欠陥多動性障害への家族介入に
関して

北道子，庄司敦子，伊藤香苗，河内美恵

国立精神・神経センター精神保健研究所

岩坂英巳

奈良県心身障害者リハビリテーションセンター

はじめに

　注意欠陥多動性障害（以降AD/HD）のある子

どもへの治療法として，行動療法の理論に基づく

ペアレント・トレーニングプログラム（以下PT）

は，本邦においても一部医療機関や保健福祉機関

において実施されはじめている。PTは家族への
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介入として有効な手段と考え，その治療効果と問

題点，今後の課題などに関して検討した。

方　法

　精神保健研究所児童部，奈良県心身障害者リ

ハビリテーションセンターでPTに参加した親御

さんを対象とし，PTの前後に訓練効果判定，訓

練後にアンケート調査を行った。対象となった

AD/HDの子どもの年齢は，5歳から 10 歳（幼

稚園年長児から小学校 4年生）である。親御さん

に記入してもらった評価やアンケートとしては，

AD/HD-RS（家庭版），CBCL，親へのアンケー

ト（親の養育に対する自信度，課題）などである。

結果・考察

　不注意の項目，多動衝動性についての項目に関

して，PT後で行動改善傾向が見られた。反抗挑

戦性の項目の一部でも改善傾向を示した。行動評

価の経年変化を学年別でみたところ，個人別にみ

て，PT前後で改善傾向を示し，それは年少ほど

顕著であった。一年後の効果については，個々人

でバリエーションがあった。

　親の養育に対する自信の変化をみると，多くの

項目でPT後には自信度はアップし，一年後もそ

の自信はほぼ継続していた。

　訓練後の聞き取りを含むアンケート調査では，

無視やタイムアウトのテクニックがわかりづら

く，使いづらいとの意見が多かった。聞き取りで

は，「子どもを客観的にみて，理解することの大

切さがわかった」「ほめることの大切さがわかっ

た」などテクニックに関わるものだけでなく，「藁

をもすがるきもちで参加してものの見方が変わっ

た」「自分だけが悩んでいるのではないことがわ

かった」など親の精神面のサポートに関わる感想

も多く見られた。

　これらの知見をもとに，問題や課題を検討する

予定である。

10-1．軽度発達障害と不適切な養育
（Maltreatment）

田中康雄

児童・思春期精神保健部

　子どもに在る発達障害と虐待あるいは不適切な

養育を検討する場合，直接の因果関係や関連が証

明されているわけではないことは，強調されてお

かねばならない．また発達障害のある子どもの多

くが虐待あるいは不適切な養育をされているとい

う確証もない．

　しかし，日々の臨床のなかで発達障害のある子

どもたちが虐待あるいは不適切な養育をされてい

るという現状に出会うことは，決して稀ではない．

　われわれは，発達障害のある子どもにどう向き

合ったらよいか？と，途方にくれ，不安で一杯の

親とよく出会う．なかには「この子が小さい頃は，

私は鬼のように叱っていました」，「きっと今なら

虐待といわれるような関わりをしてきたように思

います」，「わかっているのです．この子がそれが

出来ないということがわかっていても，どうして

もイライラして叩いてしまうのです」といった話

を聞くことも多い．

　「子育てが辛く思える，子どもがかわいく思え

ない」と答えた母親が 8割以上を超える，という

育児雑誌の調査結果から示される元来の子育ての

困難性に加え，理解しがたい「軽度発達障害」の

特性は，親子間に「不適切な相互関係」を生じや

すくするのではないだろうか．

　ここでは軽度発達障害のある子どもと養育者に

ついて，事例を提出してみた．軽度発達障害は機

能的障害自体，軽度であるが，それゆえに診断は

難しい．障害としての認められにくさに加え，養

育者の育て方の失敗とか愛情不足といった多くの

誤解も招きやすい．養育者は，こうした周囲から

の心ない誤解から精神的に追いつめられている．

また，軽度発達障害の素質の遺伝的影響も無視で

きない．子どもにある特性と同じような課題を持

っている養育者と出会うことも，日々の臨床では

決して稀なことではない．

　親子の育ちと現状から生まれる養育（ペアレン

ティング）について，ベルスキーモデルを援用し

ながら，事例を検討することで，発生予防と支援

策について議論していただきたい．虐待の発生に

はリスク因子に加え，虐待を阻止する補償因子の

存在が注目されている．特に，補償因子について

考えを深めることができればと思っている．
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特別演題：小学 1年時のひらがな習得水準
を予想する就学前の認知機能

宇野彰1），春原則子，金子真人，粟屋徳子

知的障害部治療研究室

目　的

　就学前にひらがなの習得が困難な児童を検出す

る認知検査を作成することである。

対象と方法

　対象は，関東 4 都県の幼稚園，保育園児童

1647 名である。事前に趣旨を説明した書類を園

に提出し，園の了解を得てから保護者の承諾を書

面にてもらい，検査時には園児の了解を口頭にて

得た。就学前 6ヶ月以内を検査第一時点とし，第

二時点は就学後 3ヶ月から 5ヶ月以内の時点とし

た。検査方法は，第一時点では個別式，第二時点

では検査内容によって集団式と個別式にて実施し

た。個別式検査の内容は，第一時点では，音韻想

起課題としてRAN，音韻認識課題として単語の

逆唱，図形の記憶力課題として直後再認課題，作

業記憶課題として数字の逆唱，言語発達課題とし

ての文章の理解課題およびかな音読課題である。

第二時点では，第一時点での検査に加えて複数の

図形における模写，直後再生，遅延再生，遅延再

認課題，非語の復唱，かな単語と非語の音読，か

な単語の書字課題を実施した。集団式検査とし

て知能検査課題，言語発達課題を加えた。検査者

は，言語聴覚士および言語聴覚士養成校の学生で

ある。事前に講習会を実施し，検査手法を統一し

た。就学前のひらがな音読力に関わる認知機能に

関して共分散構造分析を実施し，小学 1年時のひ

らがな非語音読力を目的変数とした認知能力に関

して重回帰分析を実施した。

結　果

　検査第一時点では 1647 名中 1001 名の有効デー

タが得られた。小学 1年生である第二時点では

1001 名中 377 名が追跡できた。就学前のかな音

読力には音韻認識能力と音韻想起能力および図形

の記憶力が有意に双方向的に関与していた。また，

就学後のかな非語音読力には，就学前での音韻想

起機能課題および数字の逆唱課題とが有意に関連

があった。

考　察

　英語圏の読み習得に関連する能力としては音韻

認識能力と音韻想起能力との二重障害仮説が有力

であるが，ひらがなに関しては図形の記憶力を加

えた能力が重要と思われた。小学校 1年生におけ

るひらがなの読み書き到達度を就学前に予想でき

る大きな因子は数字の逆唱であった。早期発見，

早期治療を実施するために重要なデータと思われ

た。
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Ⅴ　平成 15 年度国府台地区精神保健臨床研究セミナー
演者演題一覧

　精神保健研究所 今田寛睦所長（当時）と国府台病院 樋口輝彦院長（当時）の発案により平成 15年 7月

から国府台地区精神保健臨床研究セミナーが開始され，精神保健研究所の大会議室を会場として毎回木曜

の午後 5時～ 7時に継続的に開催されることになった。その趣旨が第 1回の開催要項に述べられているの

でそれを紹介し，平成 15 年度中に開催されたセミナーのタイトル，演者および演題を整理した。この機

会に開催にご協力いただいた諸氏に感謝を申し上げたい。

（平成 15年度リサーチ委員会　安西・田中・西尾・舩田）

1．国府台地区精神保健臨床研究セミナー開催趣旨

（第 1回国府台地区精神保健臨床研究セミナー開催要項から）

　精神保健領域においても，研究の質の向上とエビデンスに基づく質の高い医療実践への社会的要請は高

まっている。こうした社会的要請に的確に対応するためには，臨床と研究の交流を活発に行うことが必要

であるが，現状では交流は十分とは言えない。

　そこで，国府台病院の医師と精神保健研究所および神経研究所の研究者によるセミナーを開催すること

になった。その目的は，臨床現場から実践の中で生じている問題点や問題意識を，研究側からはそれぞれ

の領域の研究の最新の到達点と課題を出し合い，ラウンドテーブル・ディスカッションの形で討論を重ね

ることを通して，臨床現場と研究者の協力体制を強め，医療と研究の質を発展させることである。第 1回

は 7月 24 日に下記の要綱でセミナーを開催するので関係者各位には積極的参加をお願いしたい。（平成 15

年 6月 17 日）

2．平成 15年度に開催された国府台地区精神保健臨床研究セミナー一覧

第 1回　統合失調症の基礎と臨床　平成 15年 7月 24 日

1）統合失調症の疫学

　　竹島正（精神保健研究所・精神保健計画部部長）

2）統合失調症と脳

　　功刀浩（神経研究所・疾病研究第三部長）

3）統合失調症と薬物療法

　　早川達郎（国府台病院精神科）

4）統合失調症と地域ケア

　　伊藤順一郎（精神保健研究所・社会復帰相談部部長）

第 2回　気分障害の基礎と臨床　平成 15年 9月 11 日（木）

1）気分障害の生物学的研究の進歩

　　樋口輝彦（国府台病院院長）

2）うつ病の入院治療の現状と課題

　　矢花孝文（国府台病院）

3）うつ病の認知療法

　　原田誠一（武蔵病院部長）

4）がんとうつ病

　　松岡豊（精神保健研究所・成人精神保健部室長）

Ⅴ平成 15 年度委託国府台地区精神保健臨床研究セミナー演者演題一覧
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第 3回　児童思春期精神医療及び精神保健の現状と課題 平成 15年 11 月 27 日

1）わが国の児童精神科医療及び精神保健の現状と課題

　　齊藤万比古（精神保健研究所・児童・思春期精神保健部部長）

2）児童精神科医療における地域連携のあり方について－特に，軽度発達障害を中心にして

　　田中康雄（精神保健研究所・児童・思春期精神保健部室長）

3）AD/HDのペアレントトレーニングからみた軽度発達障害への支援

　　北道子（精神保健研究所・児童・思春期精神保健部室長）

4）児童・思春期の精神療法について～継父から性的虐待を受けていた思春期女性が精神療法を始めるま

での準備をめぐって～

　　渡部京太（国府台病院）

第 4回　司法精神医療の現状と課題－諸外国の対応から学ぶ　平成 16年 1月 29 日

1）英国の司法精神医療

　　吉川和男（精神保健研究所・司法精神医学研究部部長）

2）米国の司法精神医学の現状

　　岡田幸之（精神保健研究所・司法精神医学研究部室長）

3）イタリアの司法精神医療制度

　　柑本美和（精神保健研究所・司法精神医学研究部研究員）

4）心神喪失者医療観察法について

　　吉川和男（精神保健研究所・司法精神医学研究部部長）

第 5回　心身医学・医療の現状と課題　平成 16年 3月 18 日（木）

1）心身医学研究の現状と課題－遺伝子研究から臨床研究まで－

　　小牧元（精神保健研究所・心身医学研究部部長）

2）がん患者への心身医学的アプローチ

　　辻裕美子（国立精神・神経センター国府台病院心理・指導部）

3）心療内科の現状と摂食障害の診療実態

　　石川俊男（国立精神・神経センター国府台病院・心療内科）

4）心身症の診断・治療ガイドラインを巡って

　　小牧元（精神保健研究所・心身医学研究部部長）



研究者氏名

主任、代表、

分担、

協力の別

研究課題名 研究費の区分

研究費の額
（単位千円）
分担の場合は、上
段：全体の研究費、
下段：分担研究費

研究費

交付機関

所長 今田寛睦 主任研究者 自殺と防止対策の実態に

関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

22,000 厚生労働省

今田寛睦 分担研究者 日豪共同研究成果の政策

的活用－日豪精神保健福

祉制度の比較－

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

（主任一括計上） 厚生労働省

精神

保健

計画

部

竹島正 主任研究者 精神病院・社会復帰施設

等の評価及び情報提供の

あり方に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

10,000 厚生労働省

竹島正 分担研究者 措置通報等に対する都道

府県等の対応状況に関す

る研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

9,000

2,500

厚生労働省

竹島正 分担研究者 こころの健康調査のシス

テム管理に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

24,000

1,800

厚生労働省

竹島正 分担研究者 自殺防止対策の実態と応

用に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

22,000

2,000

厚生労働省

竹島正 分担研究者 地域生活支援センターの

業務測定に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

4,000

2,000

厚生労働省

竹島正 分担研究者 市町村等における精神保

健福祉施策の推進に関す

る研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

10,000

1,500

厚生労働省

竹島正 分担研究者 触法精神障害者の処遇の

モニタリングと社会復帰

に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

36,000

4,500

厚生労働省

竹島正 分担研究者 行政・実績報告の整理と

有効活用

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

10,000

（主任一括計上）

厚生労働省

竹島正 研究協力者 日豪共同研究成果の政策

的活用－日豪精神保健福

祉制度の比較－

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

三宅由子 研究協力者 措置通報等に対する都道

府県等の対応状況に関す

る研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

厚生労働省

三宅由子 研究協力者 こころの健康調査のシス

テム管理に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

Ⅵ　平成 15 年度委託および受託研究課題

Ⅵ平成 14 年度委託および受託研究課題
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三宅由子 研究協力者 自殺防止対策の実態と応

用に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

三宅由子 研究協力者 触法精神障害者の処遇の

モニタリングと社会復帰

に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

立森久照 研究協力者 精神病院・社会復帰施設

等の評価及び情報提供の

あり方に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

厚生労働省

立森久照 研究協力者 措置通報等に対する都道

府県等の対応状況に関す

る研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

厚生労働省

立森久照 研究協力者 こころの健康調査のシス

テム管理に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

立森久照 研究協力者 地域生活支援センターの

業務測定に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

厚生労働省

立森久照 研究協力者 市町村等における精神保

健福祉施策の推進に関す

る研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

厚生労働省

佐名手三恵 研究協力者 自殺防止対策の実態と応

用に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

瀬戸屋雄太郎 研究協力者 行政・実績報告の整理と

有効活用

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合事業）

厚生労働省

瀬戸屋雄太郎 研究協力者 日豪共同研究成果の政策

的活用－日豪精神保健福

祉制度の比較－

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

薬物

依存

研究

部

和田清 主任研究者 薬物乱用・依存の実態と

その社会的影響・対策に

関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（医薬安全総

合研究事業）

19,800 厚生労働省

和田清 分担研究者 薬物使用に関する全国住

民調査

厚生労働科学研究費

補助金（医薬安全総

合研究事業）

19,800

15,600

厚生労働省

和田清 分担研究者 薬物乱用・依存者におけ

るHIV感染の実態とハイ

リスク行動についての研究

厚生労働科学研究費

補助金（エイズ対策

推進事業）

80,120

6,000

厚生労働省

和田清 分担研究者 薬物依存症の重症度評価

尺度の開発

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

18,000

950

厚生労働省

尾崎茂 分担研究者 全国の精神科医療施設に

おける薬物関連精神疾患

の実態調査

厚生労働科学研究費

補助金（医薬安全総

合研究事業）

19,800

500

厚生労働省
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舩田正彦 分担研究者 覚せい剤精神依存形成に

関わる遺伝子発現の研究

厚生労働科学研究費

補助金（医薬安全総

合研究事業）

22,500

1,091

厚生労働省

舩田正彦 分担研究者 トルエン精神依存形成に

おけるドパミン神経系の

役割

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

18,000

670

厚生労働省

舩田正彦 主任研究者 MDMA及び脱法ドラッ

グの神経毒性ならびに精

神依存発現メカニズムの

解明

厚生労働科学特別研

究事業

4,000 厚生労働省

心身

医学

研究

部

小牧元 主任研究者 心身症の診断・治療ガイ

ドラインを用いた評価法

の開発に関する研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費 14

指 -9

11,000 厚生労働省

小牧元 分担研究者 アトピー性皮膚炎の診

断・治療ガイドラインを

用いた評価法の開発に関

する研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費 14

指 -9

11,000

900

厚生労働省

小牧元 共同研究者 神経性食思不振を中心と

した摂食障害の罹患感受

性遺伝子の同定

遺伝子多様性モデル

解析事業

4,200（株）バイオ

産業情報化

コンソーシ

アム

小牧元 分担研究者 摂食障害における食欲・

体重調節関連物質の遺伝

子解析

文部科学省科学研究

費基盤研究Ｃ（２）

1,500

（主任一括計上）

文部科学省

川村則行 主任研究者 健康度の測定法及び計算

式の開発に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金

5,600 厚生労働省

川村則行 分担研究者 高齢者のソーシャルサ

ポート・健康度の精神神

経免疫学的研究

長寿医療委託研究事

業

10,000

2,000

厚生労働省

川村則行 分担研究者 ＰＴＳＤの病態に関する

研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費 14

指 -10

10,000

925

厚生労働省

安藤哲也 分担研究者 摂食障害の新たな診断・

治療ガイドライン作成と

臨床的実証的研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費 14

指 -10

11,000

900

厚生労働省

安藤哲也 研究代表者 摂食障害における食欲・

体重調節関連物質の遺伝

子解析

文部科学省科学研究

費基盤研究Ｃ（２）

1,500 文部科学省

石川俊男 主任研究者 摂食障害の新たな診断・

治療ガイドライン作成と

臨床的実証研究

厚生労働省精神・神

経疾患委託費 14 指

-10

11,000 厚生労働省
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児

童 ・

思春

期精

神保

健部

齊藤万比古 主任研究者 児童思春期精神医療・保

健・福祉のシステム化に

関する研究 (H13- こころ

-011)

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

11,000 厚生労働省

齊藤万比古 主任研究者 注意欠陥／多動性障害

（ＡＤ / ＨＤ）の総合的

評価と臨床的実証研究

(14 指 -8)

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

14,000 厚生労働省

齊藤万比古 分担研究者 小児科における注意欠

陥・多動性障害の診断治

療ガイドライン作成に関

する研究

厚生労働科学研究費

補助金（効果的医療

技術の確立推進臨床

研究事業）

600

厚生労働省

齊藤万比古 研究協力者 心身症の診断・治療ガイ

ドラインを用いた評価法

の開発に関する研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

厚生労働省

齊藤万比古 研究協力者 摂食障害の新たな診断・

治療ガイドライン作成と

臨床的実証研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

厚生労働省

田中康雄 分担研究者 注意欠陥／多動性障害

（ＡＤ / ＨＤ）の総合的

評価と臨床的実証研究

(14 指 -8)

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

14,000

850

厚生労働省

田中康雄 分担研究者 小児科産科若手医師の確

保・育成に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業） 2,000

厚生労働省

田中康雄 分担研究者 ストレス性精神障害の成

因と解明

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業） 3,000

厚生労働省

北道子 研究協力者 母乳中のダイオキシン類

と乳児への影響に関する

研究

厚生労働科学研究費

補助金

厚生労働省

北道子 分担研究者 注意欠陥／多動性障害

（ＡＤ / ＨＤ）の総合的

評価と臨床的実証研究

(14 指 -8)

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費 700

厚生労働省

成人

精神

保健

部

金吉晴 主任研究者 外傷ストレス関連障害

（PTSD）に関する研究

精神・神経疾患研究

委託費

10,000 厚生労働省

金吉晴 主任研究者 母親とともに家庭内暴力

被害を受けた子どもへの

心理的支援のための調査

厚生労働科学研究費

補助金（子ども家庭

総合研究事業）

5,000 厚生労働省

金吉晴 主任研究者 心的外傷体験による後遺

障害の評価と援助技法の

研究

厚生労働科学研究費

補助金

10,000 厚生労働省
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金吉晴 主任研究者 テロなどによる勤労者の

PTSD対策と海外におけ

る精神医療連携に関する

研究

厚生労働科学研究費

補助金（労働安全衛

生総合研究事業）

7,000 厚生労働省

金吉晴 分担研究者 精神保健活動における介

入のあり方に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

2,000 厚生労働省

川野健治 主任研究者 介護の社会化に関する意

思決定モデルの構成

文部科学省科学研究

費萌芽研究

500 文部科学省

中島聡美 分担研究者 心的外傷経験が行動と

情動に与える影響につい

て：乳児院群と家庭群の

比較

科学研究費補助金基

盤研究C

老人

精神

保健

部

白川修一郎 分担研究者 睡眠からの介入研究の

理論指導と実践に関す

る研究

厚生労働科学研究補

助金（効果的医療技

術の確立推進臨床研

究事業） 3,000

厚生労働省

白川修一郎 研究代表者 有効成分の睡眠に関する

研究

共同研究契約事業 1,000 花王

株式会社

白川修一郎 研究代表者 睡眠に係わる科学情報の

社会啓蒙に関する統合的

技術開発の研究

共同研究契約事業 1,000 花王

株式会社

白川修一郎 研究代表者 睡眠と消化器機能に係わ

る研究

共同研究契約事業 500 花王

株式会社

白川修一郎 研究代表者 眠り相談ソフトの応用に

係わる統合的技術開発に

関する研究

共同研究契約事業 600 松下電工

株式会社

白川修一郎 研究代表者 新幹線運転士における睡

眠負債低減法の開発と応

用に関する研究

共同研究契約事業 8,000 東海旅客鉄

道株式会社

白川修一郎 研究代表者 テアニンの睡眠への効果

の応用に係わる研究

共同研究契約事業 1,000 太陽化学

株式会社

白川修一郎 研究代表者 睡眠環境空調制御の最適

化を目的とした基礎研究

共同研究契約事業 500 株式会社ダ

イキン空調

技術研究所

白川修一郎 研究代表者 快眠システムに関する研

究

共同研究契約事業 300 松下電工

株式会社
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社 会

精神

保健

部

安西信雄 主任研究者 精神科在院患者の地域移

行、定着、再入院防止の

ための技術開発と普及に

関する研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費研

究事業

13,000 厚生労働省

安西信雄 主任研究者 精神障害を有する者にか

かるケアニーズの適切な

評価に関する基礎的調査

研究

厚生労働特別研究事

業

3,000 厚生労働省

荒田寛 分担研究者「チームによる退院促進

支援と地域移行後の生活

支援の方法とシステムの

開発」研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費研

究事業

厚生労働省

荒田寛 研究協力者 精神科医療施設における

診療情報開示のあり方に

関する研究

厚生労働科学研究（障

害保健福祉総合研究

事業）

厚生労働省

荒田寛 研究協力者 精神障害を有する者にか

かるケアニーズの適切な

評価に関する基礎的調査

研究

厚生労働特別研究事

業

厚生労働省

白井泰子 主任研究者 遺伝子解析研究・再生医

療等の先端医療分野にお

ける研究の審査及び監視

機関の機能と役割に関す

る研究

厚生労働科学研究ヒ

トゲノム（再生医療

等研究事業）

7,000 厚生労働省

平野美紀 研究協力者 重症障害新生児医療のガ

イドライン及びハイリス

ク新生児の診断システム

に関する総合的研究

厚生労働科学研究成

育医療研究委託事業

研究

厚生労働省

平野美紀 研究協力者 重症精神障害者の対す

る新たな訪問型の包括

的地域生活支援サービ

ス・システムの開発に

関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業研究）

厚生労働省

平野美紀 研究協力者 司法精神医療における精

神障害者の人権擁護に関

する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業研究）

厚生労働省

平野美紀 研究協力者 触法精神障害者の処遇の

モニタリングと社会復帰

に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業研究）

厚生労働省

精神

生理

部

内山真 主任研究者

分担研究者

ヒト睡眠・覚醒リズム

障害の分子生物学的成

因解明とテーラーメイ

ド治療法開発に関する

基礎的研究

厚生労働科学研究費

（こころの健康科学研

究事業）

50,000

7,000

厚生労働省
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内山真 主任研究者

分担研究者

２４時間社会における睡

眠不足・睡眠障害による

事故および健康被害の実

態と根拠に基づく予防法

開発に関する研究

厚生労働科学研究費

（健康科学総合研究事

業）

14,800

2,000

厚生労働省

内山真 主任研究者

分担研究者

睡眠障害の診断・治療ガ

イドライン研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

10,000

590

厚生労働省

内山真 研究代表者

分担研究者

女性の黄体期における睡

眠・気分障害の時間生物

学的基盤

文科省・科学研究費

基盤研究費補助金

3,700

2,700

文部科学省

内山真 分担研究者 睡眠障害医療のありかた

に関する研究

厚生労働科学研究費

（こころの健康科学研

究事業） 1,100

厚生労働省

内山真 分担研究者 感情障害の発症脆弱性素

因に関する神経発達・神

経新生的側面からの検討

並びにその修復機序に関

する分子生物学的研究

厚生労働科学研究費

（こころの健康科学研

究事業）

3,500

厚生労働省

内山真 分担研究者 国民健康・栄養調査にお

ける各種指標の設定及び

精度の向上に関する研究

厚生労働科学研究費

（がん予防など健康科

学総合研究事業）

1,200

厚生労働省

内山真 分担研究者 高齢者の術後せん妄に関

する研究

長寿医療共同研究

800

内山真 分担研究者 精神疾患発症と長時間残

業との因果関係に関する

調査

厚生労働省労災科学

に関する委託研究

500

厚生労働省

内山真 分担研究者 生物時計の障害と関連し

た気分・行動・睡眠障害

の発現機序とその治療

文部科学省科学研究

費補助金

700

文部科学省

田ヶ谷浩邦 代表研究者 難知性不眠症の認知科学

的基盤の解明とその治療

的応用

文部科学省科学研究

費補助金

2,000 文部科学省

田ヶ谷浩邦 分担研究者 ２４時間社会における睡

眠不足・睡眠障害による

事故および健康被害の実

態と根拠に基づく予防法

開発に関する研究

厚生労働科学研究費

（健康科学総合研究事

業）

1,000

厚生労働省

田ヶ谷浩邦 分担研究者 ヒト睡眠・覚醒リズム障

害の分子生物学的成因解

明とテーラーメイド治療法

開発に関する基礎的研究

厚生労働科学研究費

（こころの健康科学研

究事業） 3,200

厚生労働省

知的

障害

部

加我牧子 分担研究者 運動失調に関する調査及

び病態機序に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（難治性疾患

克服研究事業）

70,060

1,900

厚生労働省
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加我牧子 分担研究者 知的障害児の医学的診断

と脆弱Ｘ症候群の神経生

理学的解析

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

22,500

4,000

厚生労働省

加我牧子 分担研究者 小児科における注意欠陥

/多動性障害に対する診

断治療ガイドライン作成

に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（効果的医療

技術の確立推進臨床

研究事業）

10,000

600

厚生労働省

稲垣真澄 主任研究者 知的障害者の社会参加を

妨げる要因の解明とその

解決法開発に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

6,000 厚生労働省

稲垣真澄 分担研究者 発達障害の病態解明に基

づいた治療法の開発に関

する研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

18,000

1,000

厚生労働省

宇野彰 研究代表者 学習障害児の就学前スク

リーニングと治療教育効

果に関する研究 - 検査法

と科学的訓練法の開発及

び訓練効果 -

文部科学省科学研究

費補助金基盤研究 B

（２）

3,800 文部科学省

社会

復帰

相談

部

伊藤順一郎 分担研究者 重症精神障害者に対す

る、新たな訪問型の包括

的地域生活支援サービス

(Assertive Community 

Treatment:ACT) の開発

に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

42,000

1,500

厚生労働省

伊藤順一郎 分担研究者 積極的地域マネージメン

ト (ACTAssertive Com-

munity Treatment) の医

療経済学的評価に関する

研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

20,000

1,500

厚生労働省

伊藤順一郎 分担研究者 心理社会的介入のガイド

ライン作成に関する研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

18,000

850

厚生労働省

伊藤順一郎 研究協力者 精神障害者の就労支援シ

ステムに関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

厚生労働省

伊藤順一郎 分担研究者 人間関係の希薄化がもた

らした精神保健問題に関

する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

（主任一括計上） 厚生労働省

西尾雅明 分担研究者 心理社会的介入のガイド

ライン作成に関する研究

厚生労働省精神・神

経疾患研究委託費

18,000

600

厚生労働省

西尾雅明 分担研究者 総合失調症に対する偏見

除去の方法に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（障害保健福

祉総合研究事業）

4,900

1,600

厚生労働省
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西尾雅明 分担研究者 重症精神障害者に対する

新たな訪問型の包括的地

域支援サービス・システ

ムの開発に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業費）

42,000

1,000

厚生労働省

司法

精神

医学

研究

部

吉川和男 研究協力者 触法精神障害者の処遇の

モニタリングと社会復帰

に関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

吉川和男 研究協力者 触法精神障害者の治療プ

ログラムに関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

吉川和男 研究協力者 司法精神医療従事者の

研修・教育ならびに専

門家養成システムに関

する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

岡田幸之 研究協力者 触法行為を行った精神障

害者の精神医学的評価、

治療等に関する基礎研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

柑本美和 分担研究者 DV被害者における精神

保健の実態と回復のため

の援助の研究

厚生労働科学研究費

補助金（子ども家庭

総合研究事業）

8,300

363

厚生労働省

柑本美和 研究協力者 児童思春期精神医療・保

健・福祉のシステム化に

関する研究

厚生労働科学研究費

補助金（こころの健

康科学研究事業）

厚生労働省

柑本美和 分担研究者「心神喪失者等医療観察

法案」後の刑事司法と精

神医療－精神障害者、薬

物中毒者の処遇 -

文部科学省科学研究

費補助金

9,100

（主任一括計上）

文部科学省






